
 お茶の水女子大学

文理融合リベラルアーツ科目

「 情報社会の安全保障」

　　　2020年度　レポート集



　本電子ブックは、お茶の水女子大学の学部向け教育カリキュラム

の１つ「文理融合リベラルアーツ」の中に配置された「情報社会の

安全保障」という授業を通じて学生が執筆した最終レポートを集め

たものです。

　レポートは、授業期間が終了した後に締

め切りを設けて個々人が個別に提出すると

いうスタイルを取らずに、学修支援システム

であるPloneを使って、授業期間中にグルー

プごとに議論を行いながら、少しずつ執筆

を進める形式をとりました（図1）。授業サ

イトの中にはデフォルトで6つのフォルダが

ありますが（図2）、その中の「グループデ

ィスカッションフォルダ」は、学生が自由

にデータをアップロードしたり、ウェブペー

ジを作成して書き込みを行ったりすること

ができる領域です。グループディスカッションフォルダをクリックす

ると、その中にさらにグループフォルダが存在しており、学生は自

分が所属するグループフォルダの中で、情報収集やレポート執筆活

動を進めていきました。

公開にあたって
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今回は下記の４つのテーマ（グループ）に分かれ情報収集と執筆活

動が開始されました。

1. ソーシャルネットワーキングサービスと社会規範、個人情報保護

2. ICTと教育、学び

3. ICTとマスメディア、ジャーナリズム

4. ICTと政府・自治体、ICTと経済（労働、仕事のスタイル）

★ 学生は自分が所属していないグループフォルダも閲覧したりコメ

ントを残したりすることが可能な仕様になっています。

　各グループ

フォルダの中

に、自分のレ

ポートに使う

資料のリンク

や画像などの

情報リソース

を蓄積してい

き（図３）、

レポートは

「ページ」と

いう形式のア

イテムを使

い、Webブラ

ウザ上に直接

書き込んでも

らうという方

式をとりました。「ページ」形式を使うと、誰がいつ何を編集した

のかが一望でき、かつ、各バージョンの比較も可能であるため、複

数人で原稿を共同で執筆したり、校正したりするときに便利です

（図4）。
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　２０２０年度はコロナ禍の影響を受けて対面形式の授業ができな

かったため、ZOOMのブレイクアウトセッション機能を使ってグル

ープごとのディスカッションをする機会を多めに設けました。その

時に自分のテーマの説明や、議論の足がかりにする情報を画面共有

で提示するツールとしてもPloneを活用しました。

　授業の主題は「情報社会の安全保障」ですが、学生が執筆したレ

ポート集をみると「情報社会」やその「安全保障」と一言でいって

も、その位相は非常に多岐にわたっていることがわかります。2020

年後期の半年間をかけて議論してきた内容の集積を是非ご覧いただ

けますと幸いです。

　本電子ブックは、上記のグループ分けに準じ４つのチャプタから構

成されています。チャプタの中に、セクションとして個々人のレポー

トが収められており、セクションの表紙に執筆者名の記載がありま

す。レポート集を電子ブックという形で公開することに協力してく

ださった履修者の皆さんには、氏名や所属は、各人の希望に合わせ

て公開、非公開を選んでいただけるようにしました。そのため、 執

筆者の名前、学部、学科は、ハンドルネームのもの、いずれも非公

開になっているものがあります。

　読んでいただいた皆様からのご感想、ご批判をお待ちしておりま

す。

　　2021年：科目担当（石田千晃）
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企業における
SNS活用の
可能性と課題
文教育学部
人間社会科学科　1年
榛葉理奈
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　近年、企業のマーケティング手法の一つとしてのSNS利用が多く

なっている。その実態はどのようなものだろうか。次の図1は総務省

が公開している、「平成30年　通信利用動向調査報告書（企業

編）」より作成した「産業別SNS活用率（2016年～2018年）」 

(*1)、図2はICT総研が公開している、「2020年度　SNS利用動向に

関する調査」より作成した「日本におけるSNS利用者数（2015年～

2022年）」(*2)である。

　図1・図2より、企業のSNS利用率も、企業に限らない国内全体の

SNS利用者数・利用率も年々増加していることがわかる。（※図2に

おける利用率はネット利用人口に対するSNS利用者の割合である

（2019年末のネット利用人口は9,960万人と推計されている）。こ

のままSNS普及が続けば、2022年末には国内利用者数は8,241万

人、利用率は83.3％に達する見通しである(*2)。このように、国内の

SNS利用者数の増加を辿っていくと、今後企業がいかに効果的に

SNSを利活用していけるかが重要であることが分かるだろう。

　では、企業の効果的なSNS利活用方法とはどのようなものだろう

か。2018年～2019年にかけて宮崎大学地域資源創成学部丹生ゼミと

株式会社イートが連携して行った、大学生に対して｢キャラいも｣を

広めることを目的としたSNSマーケティングを活用事例として見て
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いきたい(*3)。この事例では、大学生をターゲットとし、

TwitterやInstagramでの投稿を中心に、マーケティングを

行った。その結果、大きいとは言えないまでも、一定の成

果が見られた (*3)。SNSマーケティングが実際に「キャラ

いも」の購買行動や購入に繋がったかという調査では、購

入した14名の内、5名がSNSマーケティングの効果による

ものだった (*3)。この取り組みは、SNS利用者が比較的多

いと思われる大学生をターゲットとしたものだったため

に、国内全体を対象とした大規模な調査ではなくても、一

定の成果が見られたのではないかと考えられる。この結果

から、ターゲットとする年齢層によってもSNSマーケティ

ングによる成果が異なるのではないかと考察した。

　次の図3は、株式会社ガイアックスのソーシャルメディ

ア・マーケティング研究機関「ガイアックスソーシャルメディアラ

ボ」の記事より作成したものである(*4)。

　図3によると、各SNSによって利用者の年齢層に違いが見られる。

LINEやYouTubeは特に40代の利用者数が多いが、他の媒体に比べて

どの年齢層でも利用者数が多いことから(*4)、幅広い世代に対するマ

ーケティングが可能である。一方、Twitter、Instagramに関しては20

代の利用者数が最も多いため(*4)、主に若者をターゲットとした商品

であれば、TwitterやInstagramを活用したマーケティングが有効だろ

う。このように、ターゲットとなる年齢層の利用が多い媒体を有効

活用することで、より効果的なマーケティングが可能となることが

見込まれる。
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　近年のSNSの発信力や影響力を鑑みると、今後、SNSを活用する

企業がさらに増加することが予想されるが、その活用メリットはど

こにあるのだろうか。Instagramを中心としたSNSマーケティングの

支援事業を行っている、ソーシャルワイヤー株式会社の記事 (*5) を

参考に考察をしていく。この記事で挙げられていたSNS活用のメリ

ットは次の5点である。

1. 無料で最新情報を発信できる

2. 広報メディアとしてブランディングがしやすい（ブランドを通し
た社会活動（例えば、ジェンダー・ニュートラル・ファッション
と呼ばれる、ファッションを通じてジェンダー・ニュートラルを
訴えかける活動等）が行えるため）

3. ECサイト（エレクトリック・コマースサイト）への導線づくりが
しやすく新規顧客の獲得につながる

4. SNSを通したコミュニケーションにより顧客のロイヤルティを高
められる（リピート客化）

5. SNS上の口コミ拡散が狙える(*5)。

  ①・③・⑤に関して、SNS普及以前は、新聞やテレビ等での広告が

主であったが、先で見たようなSNS利用者の増加・普及状況を鑑み

ると、SNSにはこれまで主流であった媒体と同等以上の影響力があ

ると言える。また、莫大な費用がかかる新聞・テレビよりも、無料

で利用できるSNSの方が企業にとってハードルが低い。さらに、広

告ページにリンクを貼ることで、興味を持った人がすぐに商品ペー

ジへアクセスすることが可能であり、SNSの拡散機能も相まって企

業から消費者への情報の伝達も速いという利点もある。加えて、

SNS上でキャンペーンやクーポンの配布、フォロワー参加型企画を

実施することで、消費者の購買を促進することが出来るなど、活用

次第で、これまでには無かった新たな発想を取り入れることが可能

であることがSNSの魅力であろう。
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3.SNS利用のデメリット

　では、SNSを活用することのデメリットにはどのようなものが

あるだろうか。考えられるものとしては次のようなものがある。

それは、自由で独創的な発信が出来るというSNSの利点を生かし

きれないということだ。先にSNSの活用のメリットの2.で述べた

ような、ブランドを通した社会活動も可能ではあるが、企業は個

人よりも影響力が大きいため、一層のメディアリテラシー・モラ

ルが求められる。例えば世間では、企業は政治・宗教・ジェンダ

ーといったセンシティブな内容にあまり触れてはいけない（触れ

ない方が無難だ）という風潮があるために、逆に自由な発信が出

来ないということも考えられる。また、発信内容が企業の表現の

自由の範疇に留まるものであっても、意図的に意味を汲み取られ

る事によって、批判を浴びてしまうこともある。SNSの拡散機能

は企業のPR活動に役立つ反面、そうした批判がたとえ誤解だっ

たとしても、すぐに広まってしまうため、注意が必要である。企

業は大規模であればあるほど、影響力が大きいため、その分SNS

での発信に対する責任が大きいのは当然である。しかし、その発
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信が企業の表現の自由の範疇に留まるものなのか、企業であるか否

かに関係なく、公共の福祉に反する不適切な内容なのか、発信を受

け取る消費者側の私たちも、正しく情報を読み取り、安易に批判す

るのではなく、一つ一つの事例を考えていく必要がある。

参考文献　（本文中では「*番号」の表記）
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f　(最終閲覧日：2021年2月10日)

2. ICT総研『2020年度　SNS利用動向に関する調査』https://
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翔希，松尾 采音，木原 奈津子 『宮崎発「キャラいも」を題材と

した SNS マーケティング実践の取り組み 』https://
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文教育学部
人文科学科　1年
亀遊尭子
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個人情報保護法の
変遷と
他国との比較



　近年の情報化社会の中で、知る権利とプライバシーの権利が拮抗

している状態であり、個人情報の取り扱いについて注意がますます

必要となっている。では、個人情報を管理する上での基本の規定と

なる、個人情報保護法の改正では、どのような観点が見直されてい

るのだろうか。この問いに対し、最新の改正点に加え、改正の背景

を調べることで、個人情報の取り扱いに関して起きた事件とのつな

がりと共に、現代で重要視されている時代の変化を捉えていきた

い。

 　まず、2015年改正の時に、個人情報保護法について「3年ごと見

直し」が盛り込まれ、その後の2017年施行の改正法に続いて今回の

見直しがなされた。 そして、2020年6月の改正では、以下の2点が主

な変更点となっている。

 　1点目は、「仮名加工情報」という「個人情報」の新しい定義を

設けたことだ (*2)。これは、技術革新を促進する観点から、情報の

活用を内部分析に限定することを条件に、開示・利用停止請求への

対応等の義務を緩和するものである (*2)。ここでの「仮名加工情

報」とは、個人情報の区分に応じ、当該各号（2条9項1号、2号）

（図１）に定める措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個

人を識別できないよう加工した個人に関する情報を意味する (*2)。

「匿名加工情報」が本人の同意なしに目的外利用や第三者提供が可
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能なのに対し、「仮名加工情報」は第三者提供が行えないことが強

調されている (*2)。「匿名加工情報」とは、特定の個人の識別や、

そのための作成に用いる個人情報を復元ができないよう加工された

個人情報のことで、一定の規律（安全管理措置・公表・本人を識別

する目的で他の情報との照合禁止等）の下で、ビッグデータの更な

る利用が可能となる (*2)。

　2点目は、「提供先で個人データとなることが想定される情報」の

第三者提供時における提供元への新たな義務を追加したことだ 

(*2)。これにより、提供元の個人関連情報取扱事業者では個人データ

に該当しない「個人関連情報」について、提供先において個人デー

タとなることが想定される場合、提供先が本人の同意を得ることを

提供元が確認することが必要になった (*2)。「個人関連情報」と

は、2020年改正で新設され、「生存する個人に関する情報」であっ

て「個人情報」「仮名加工情報」「匿名加工情報」のいずれにも該

当しない情報である (*2)。また、本人の同意を得るのは提供先だ

が、同意を得たことの確認は提供元に義務付けられることから、

2019年に生じたリクナビ事件での課題を解決するために設けられた

規定となっている (*2)。この事件では、リクルートの系列会社が、

個人情報（学生の内定辞退率）を勝手に取引先企業に販売していた

ことが問題となった (*2)。

 　以上のことから、法改正のきっかけとなった具体的な事件や、他

の法律が存在したことが分かった。また、コロナの影響で判断が急

がれたため、法律の解釈が未だ曖昧になっていることは、今後の法

改正の際の課題となる。
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（図１：2020年改正法の2条９項） (*2)

〈2020年改正法の2条9項〉

一　第一項第一号に該当する個人情報　

当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除すること（当該一

部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法によ

り他の記述等に置き換えることを含む。）。

二　第一項第二号に該当する個人情報　

当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除すること

（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない

方法により他の記述等に置き換えることを含む。）。



 　では、他国の個人情報保護法や

プライバシー管理はどのようなもの

だろうか。それらの共通点や相違を

見つけることで、個人情報保護にお

いて最優先されている要素や日本の

法律にも参考にできるものが見つか

るのではないかと考える。

 　個人情報保護に関する法律や管

理機関、プライバシーに対する価値

観や制度における国ごとの相違を表

としてまとめてみた（表1）(*5)。

表から、以下のように各国における

プライバシー保護方法や規制の特徴

を捉えることで、比較をしてみた

い。

 　まず、EUで2018年5月に施行さ

れたGDPRは、EU加盟28カ国の個

人データの取扱いと域外移転を定め

た法律であり、欧州連合基本権憲章
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2、個人情報保護やプライバシーにおける他国との比較

表１：プライバシー関連制度における主要各国の比較(*5)表１：プライバシー関連制度における主要各国の比較(*5)表１：プライバシー関連制度における主要各国の比較(*5)表１：プライバシー関連制度における主要各国の比較(*5)表１：プライバシー関連制度における主要各国の比較(*5)表１：プライバシー関連制度における主要各国の比較(*5)

  原則 根拠法 法制度等 ガイドライン 認証等

EU 基本的人権
欧州連合基本権

憲章

GDPR（一次法）、

ePrivacy規則（二次

法）、包括的な整備

EUと各国の管

理、当局が発行

 

民間多数

 

アジア 域内の貿易

APECプライバシ

ーフレームワー

ク、OECD8原則

CPEA   CBPRシステム

米国 消費者保護 FCT法第5条
セクター毎／州法

（適時的）

多様な政府機関

 
民間認証

中国 国家安全
中華人民共和国

憲法

サイバーセキュリテ

ィ法

政府各部門、国家

インターネット情

報弁公室
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のプライバシーを基本的人権とする考えが具体化されている (*5)。

個人データの定義が広いため、プライバシーに対する保護の領域も

広いことが特徴である。

 　次に、米国のプライバシー保護の規制では、企業が個人情報を取

り扱う際、プライバシーポリシーを公表しないことやプライバシー

ポリシーに反する行為を行うことは「欺瞞的行為」となる (*5)。プ

ライバシーの保護方法は、事業者が実施するべき事項を５つの機能

（①事前特定②保護③コントロール④処理の了解⑤事後対応）に分

解しているが、その下には、企業や国だけでなく、強力な消費者団

体の存在があり、個人情報保護法なしに共同規制として機能してき

た慣習の存在も大きい (*5)。

 　続いて、中国では、プライバシー保護はサイバー空間における国

家の安全が目的とされている (*5)。包括的な個人情報保護法はない

代わりに、細かな規定が散在しているのが現状である。唯一あると

すれば、CS法（サイバーセキュリティ法）が、最も包括的な法律と

いえるかもしれない (*5)。この2017年に施行されたCS法は、個人情

報のみではなく、広くオンライン上の情報の保護を目指しており、

データだけでなく、設備や機器などに関する事項も記されており、

セキュリティ全般についての基本法と言える (*5)。

 　このように、基本的人権に基づいて個人情報をプライバシーと

し、保護している国がある一方で、域内の貿易や国家体制の確立な

ど、個人の人権よりも国の政治や経済のことを重要視している国も

あることが分かった。
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　2で述べたように、各国・地域毎にプライバシー保護の制度が異な

るため、特に、海外から個人データを移転する場合は、その国々に

おける法律や規制に注意しなければならない。日本から海外へ移転

する場合も個人情報保護法を確認する必要があり、各国・地域とも

制度の刷新や拡充の最中のため、最新の情報交換と対応の見直しが

重要となっているが、各国・地域の制度に一括して適合させる方法

は未だ存在していない。

 　将来、一つの国際的な情報システムに各国が加盟し、法律もでき

る限り一緒にすることで、世界全体で情報管理のコストを削減でき

るだけでなく、犯罪率が下がったり、裁判も容易になったりすると

考える。しかし、世界全体で情報管理を行うのは、軍事的な安全保

障の面から、困難であるのが現実である。ただ、法律の下にある理

念や価値観を共有することで、より効果的かつ国際的なプラーバシ

ー保護は実現する。

 　国境が関係しない情報に対し、国で個人情報保護法が違うことに

よる弊害を見つけ、国際的な解決になる提案も可能となる。思想や

価値観が情報管理に役立っていたり、逆に邪魔していたりする点を

見つける中で、日本や他国が抱える新たな課題も見えてきた。
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（本文中では「*番号」の表記）

1. e-GOV法令検索『個人情報の保護に関する法律一覧』https://

elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=415AC0000000057_2020121
2_502AC0000000044、2021年1月18日閲覧

2. BUSINESS LAWYERS『2020年6月成立の個人情報保護法改正の経

緯とポイント』https://www.businesslawyers.jp/articles/822、

2021年2月20日閲覧

3. 個人情報保護委員会事務局『改正個人情報保護法の基本』https://

www.ppc.go.jp/files/pdf/1706_kihon.pdf、2021年1月18日閲覧

4. 東京都『個人情報保護法の概要』https://

www.johokokai.metro.tokyo.lg.jp/kojinjoho/hogohou/index.html、

2021年1月18日閲覧

5. JIPDEC（（一財）日本情報経済社会推進協会）電子情報利活用研

究部　寺田眞治『個人情報保護関連の海外の法制度の概要』

https://www.jipdec.or.jp/archives/publications/J0005156.pdf、

2021年2月20日閲覧

17

4、参考文献一覧

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=415AC0000000057_20201212_502AC00000000442021
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=415AC0000000057_20201212_502AC00000000442021
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=415AC0000000057_20201212_502AC00000000442021
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=415AC0000000057_20201212_502AC00000000442021
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=415AC0000000057_20201212_502AC00000000442021
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=415AC0000000057_20201212_502AC00000000442021
https://www.businesslawyers.jp/articles/822
https://www.businesslawyers.jp/articles/822
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/1706_kihon.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/1706_kihon.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/1706_kihon.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/1706_kihon.pdf
https://www.johokokai.metro.tokyo.lg.jp/kojinjoho/hogohou/index.html
https://www.johokokai.metro.tokyo.lg.jp/kojinjoho/hogohou/index.html
https://www.johokokai.metro.tokyo.lg.jp/kojinjoho/hogohou/index.html
https://www.johokokai.metro.tokyo.lg.jp/kojinjoho/hogohou/index.html
https://www.jipdec.or.jp/archives/publications/J0005156.pdf
https://www.jipdec.or.jp/archives/publications/J0005156.pdf


SNSごとの炎上
傾向と私たちの
すべき対策
文教育学部
言語文化学科　3年
馬場泉希
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　SNSが普及した現在、ネット上での誹謗中傷が頻発するようにな

ってきている。この攻撃は炎上と呼ばれるもので、これが原因で、

精神を病んでしまったり、自ら命を絶ってしまったりする事件も、

悲しいことに少なくない。このようなネット社会で自身を守ってい

くためには、SNSの特徴や炎上の原因、内容を知り、適切な予防策

を講じることが重要である。この論文では、炎上の概要を捉え、そ

れをSNS(Twitter、Instagram、facebook)毎に分析し、対応策を考え

ることを目的とする。

　まず炎上の概要を知るために上記の文献を参照したい。

•「ネット炎上を生み出すメディア環境と炎上参加者の特徴の研究」

(*1)

•インスタグラムが炎上する理由と４つの事例(*2)

•事例に学ぶSNSの炎上対策(*3)

　特に一つ目の吉野の論文では、炎上の歴史から類型まで詳しく分

析してある。そもそも炎上とは所謂ネットいじめとは異なり、短期

間で広い範囲から不特定多数の人間によって一方的に批判されるこ

とを指す。特定の小規模なコミュニティで批判されるだけでは炎上

たりえず、ある出来事がリツイートされたりメディアに取り上げられ
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たり他のコンテンツに転載されたりすることによって拡散されるこ

とで、炎上現象としてみなされるようになる(*1)。

　SNSの発達により、文脈が共有されている内輪であれば冗談で済

むものが容易に拡散され、文脈を知らない部外者が介入しやすくな

ったことが、近年の炎上の増加につながっている。また、炎上のも

う一つの動機として「祭り」と「制裁」という概念がある (*1)。

「祭り」とは、ネット上で繋がる不特定多数のユーザーが団結して

一つの行動をとることであるが、炎上にもこのようなイベント感が

誘因になっている側面がある (*1)。「制裁」は常識的に考えて発信

者に一定の非がある場合に、ユーザーの正義感が煽られておこる批

判のことで、企業の不正や暴言などが炎上の対象になる (*1)。

　上記のような動機が主となって炎上が発生、拡大しているが、そ

の内容によって炎上はさらに分類することができる。そこで紹介さ

れているのが小林(2011)による類型化である (*1)。小林は炎上を実

際に起こった過去の炎上事件に基づいて以下の６つに分類してい

る。

⑴やらせ・捏造・自作自演

⑵なりすまし

⑶悪ノリ

⑷不良品・疑惑・不透明な対応

⑸コミュニティー慣習・規則の軽視

⑹放言・暴言・逆ギレ

　この類型を用いて、実際にSNS(Twitter、Instagram、facebook)を

使っているユーザーにアンケートをとり、SNS間で炎上事件の傾向

に違いがあるか調べた。結果はグラフ(挿入)の通りである。

　アンケート対象は３つのSNSを全て使っている20人であり、小林

の６つの類型に「その他」を加えた７つの選択肢から、それぞれの

SNSで最も頻繁に見られる炎上を３つ選ぶ形式をとった。グラフか

ら分かるように、顕著ではないものの、各SNSで違いが見られた。

　まずTwitterに関しては、他のSNSに比べて「放言・暴言・逆ギ

レ」の割合が高かった。「放言・暴言・逆ギレ」は他の項目より直

接的な攻撃であり、反撃の危険を考慮するとユーザーの匿名性が確

保されていないと起きにくいと考えられる。その点で、比較的高い

匿名性を特徴としているTwitterで主に発生している炎上事件である

と推察される。また、「不良品・疑惑・不透明な対応」も頻発して

いると見られるが、アンケート対象者に質問したところ、政治的な

話で特に盛り上がっているという。新聞社の公式アカウントも数多

く存在しており、こうした議論を拡散し炎上を加速させている。
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　次に、Instagramに関しては「悪ノリ」が多く見られる。対象者の

話によると、InstagramはTwitterより身内で繋がることが多く、内輪

のノリが意図せず他人の目に触れてしまい拡散されるといった、前

述したような典型的な炎上が多発しているという。また、Twitterと

異なり写真の投稿が主であるということから、自身の顔や個人情報

を特定されるような写真(家の付近の写真や学校がわかる写真など)も

流れているため、炎上後の影響が比較的大きい。例えば、就職先の

内定の取り消しや大学の推薦の取り消しなどがある。ただし、この

ように高度の個人情報を発信するためにユーザーは非公開アカウン

トで使用することが多く、炎上の件数としては他のSNSとほとんど

変わらない。

最後に、facebookについては、他のSNSと比べても「不良品・疑

惑・不透明な対応」の割合が大きい。Facebookは他のSNSに比べて

実名のアカウントが多い。もちろん趣味など個人的な目的で使用す

る人も多いが、授業や仕事で使ったり、企業が広告に使ったりする

など、他のSNSに比べてフォーマルな使用を目的とする人の割合が

21
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高い。ここでいう「不良品・疑惑・不透明な対応」もそれに応じた

炎上になっており、主に企業の広告に対しての批判が多いという。

匿名性はTwitterやInstagramより低いため、個人の炎上は少ない。

　以上のように、SNSにも種類によって炎上の内容や傾向に違いが

ある。では、それぞれどのように炎上を予防していくべきだろう

か。

　まず、Twitterに関しては高い匿名性に油断して暴言を言いやすくな

っていることが炎上の主な原因であることから、こうした油断をし

ないということが究極の対策である。たとえ匿名であっても過去の

つぶやきから個人を特定することが可能であり、さらにその人自身

だけでなくその家族にまで危害が及ぶことがあるということを忘れ

てはならない。そのような意識に加えて、言葉のみのコミュニケー

ションでは誤解が生まれやすいことも覚えておく必要がある。匿名

のやりとりだと情報量が少なく、暴言のつもりがないコメントに対

しても批判がくることがある。単語や言い回しに気をつけ、日頃か

ら個人の特定につながりかねない内容はしないようにすることが重

要である。

　次に、Instagramに関しては、非公開アカウントを主として運営し

ている限りでは炎上のリスクは少ないが、あくまでも非公開であれ

ばという条件で安全を保障されているだけであり、Instagramのシス

テムの不調で公開されてしまった場合、最も炎上しやすいSNSであ

ると言える。実際Twitterでは非公開リストが一時的に公開されてし

まうバグが発生し、有名人の非公開リストの内容が炎上したことも

ある。こうした事件の起こる確率は高くはないかもしれないが、決

してシステムへの信頼に甘えないように心がけておく必要がある。

普段から過激な写真は投稿しないようにし、定期的に自分の投稿を

見直して過激と思われる写真、特定に繋がるような写真は消去して

おくといい。

　Facebookに関してもInstagram同様に、個人の炎上は少ないが、

実名を使う機会が多いことから、特定されやすいツールになってい

る。過激なコメントや暴言とも取られかねないような言い回しは避

け、他のSNSより慎重に発言していく必要がある。

　このように、SNSにはそれぞれ固有の特徴があり、それに合わせ

た炎上の傾向がある。よってそれを予防する対策も様々であり、そ

の違いや解決策を心に留めて利用することが必要である。
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引用参考文献（本文中では「*番号」の表記）

1. 博士論文「ネット炎上を生み出すメディア環境と炎上

参加者の特徴の研究」(2021/1/31閲覧) 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_1116788
8_po_LEDK00125博士論文全文%28吉野ヒロ

子）.pdf?contentNo=1&alternativeNo=

2. インスタグラムが炎上する理由と４つの事例

(2021/1/31閲覧) https://repyuken.com/enjou_jire/1801

3. 事例に学ぶSNSの炎上対策(2021/1/31閲覧) 

https://im-solution.net/column032/
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氏名非公開
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SNS上の
ネガティブな自己
開示ツイートが
他者に与える影響



　本レポートでは、ネガティブな自己開示ツイートがそれを見てい

る他者に与える影響を投稿者と閲覧者の心理的距離という視点から

考察する。

　ネガティブな発言を親しい人がするのと、顔も名前も知らない他

人がするのとでは反応が違ってくるのは容易に想像できる。現実の

世界では、自己開示などのように自分を晒す行動は、自分を受け入

れてくれる親しい人にしかしないだろう。しかし、Twitterのように

仲の良い人以外も発言を見られるような場所でネガティブな自己開

示をするのは、現実の世界での行動とは違った心理が働いているの

ではないかと考える。その点について明らかにするために、まずは

閲覧者の心理状況について理解したいというのが本テーマに着目し

た理由である。
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1．問題意識



　上記の問題関心に沿ってリサーチをおこなったところいくつかの

観点があることがわかった(*1)。まず、資料には、「投稿者との心理

的距離の近い閲覧者は投稿者同様のネガティブ情動が高まった」と

書かれてあった (*1)。これはネガティブな発言に対して、同情する

気持ちからの結果なのではないかと考える。一方、心理的距離が遠

い閲覧者は投稿に対して拒絶反応を示したようだ (*1)。これは閲覧

者の投稿者に対する無関心から起きているもので、ネガティブな投

稿をしている相手その人に対する感情ではなく投稿された内容（ネ

ガティブな内容）に対する拒絶から来ているのではないかと考え

る。これらのことから考えると、閲覧者の心理状態は現実でのそれ

と変わらないように思える。

　次に、異なる資料を用いて、SNS上のネガティブ行動について考

察する (*4)。

　この資料は、大学生に行った調査に基づき作成された研究論文で

ある。調査にはいくつかの指標が使われているが、今回はその中の2

つの指標に着目し、引用する。

　調査は、SNSに投稿されたネガティブなツイートを調査対象者に

見せて（ツイートを行った本人からは調査に使う許諾を得てい

る）、a）ツイート内容から、投稿者のツイッター上の行動をNTB条

件のスケールを用いて評価してもらった得点と、ｂ）投稿者の性格

を、印象評定尺度を用いて評価させた項目を因子分析し、a)ツイー

トの印象と、ｂ）で抽出された因子項目との相関を示すものである

(*4)。ネガティブなツイート行動をa）NTB(Negative Tweet 

Behavior)とし、ｂ）投稿者の印象を評価させる項目から、活動性、

無責任さ、個人的親しみやすさといった因子を抽出し、両者の相関

を測った (*4)。

　まず、「活動性」についてのデータを確認する。グラフに示され

ているように、投稿者の性格項目として「活動性」が高いと評価さ

れた順にNTB高、中、低となった（NTB低の活動性は3.06、中が

3.33、高が3.95）。ネガティブなツイートをする人はツイッターに

投稿する頻度が高い、と調査対象者には思われているようだ。
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2．SNSのネガティブ投稿に関する
先行研究



　次に「無責任さ」という項目についてみていきたい。これも活動

性のデータと同じで、投稿者の性格として「無責任さが高い」順に

NTBも高いという結果が示されている（NTB低の無責任さが2.84、

中が3.05、高が3.48） (*4)。NTBが高い人は見ている人が悲しんだ

り、不快な気持ちになったりすることを考えずにツイートしている

と思われている可能性がある。

　次に、個人的親しみやすさについてのデータをみていく (*4)。結

果は、NTB低、中の人はほぼ同じ値を示したのに対し、NTB高の人

はその二つの値より低い値が示されていた (*4)。NTB低の個人的親
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図１：活動性とNTBの関係

図２：無責任さとNTBの関係



しみやすさが3.25、中が3.28、高が2.9である (*4)。ネガティブなツ

イートは一般的に親しみにくいためであると考えられる。

　これらのデータの結果の関連について考えてみる。NTBが高い人

が活動性と無責任さの値が高いことから、見る人を悲しませたり不

快にさせるたりする投稿をたくさんするということが読み取れる。

個人的親しみやすさが低いのも同様に考えられる。これらのこと

は、自分のツイートが多くの他人に見られているという感覚の欠如

から来るのではないかと考えた。

図3：個人的親しみやすさとNTBの関係
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　別の資料 (*3) から、ネガティブ行動の背景について考察する。こ

の資料によると、SNSでのネガティブ感情の社会的共有はネガティ

ブ感情低減の効果を持たず、むしろ増大させることが示されてい

る。理由としては、２つ挙げられている。１つは、ネガティブな状

況に陥ったことに対して、認知的再評価がなされにくいことだ。認

知的再評価とは、「ネガティブ感情や思考、状況について、別の解

釈を試みること」(*3)であり、精神的健康に関する研究においても、

抑うつや不安感情といった感情の低減に有効であることが示されて

いる。もう１つは、ネガティブ感情体験後の制御欲求が関係してい

る。ネガティブな状況に陥ると、ネガティブな感情が発生するだけ

でなく、それによって起こる弊害や悪影響を制御しようと社会感情

的欲求、認知的欲求、行動的欲求の３つの欲求が発生する (*3)。社

会感情的欲求とは、罪悪感や恥などの対人的影響が大きい社会感情

を埋めようとする欲求である (*3)。認知的欲求とは、出来事に対す

る認知的再評価を行おうとする欲求である (*3)。行動的欲求とは、

行動を起こすことによって気晴らしなどの効果を得ようとする欲求

である (*3)。SNSでネガティブな感情を共有する行動は、社会感情

的欲求、行動的欲求を満たそうとすることが背景に挙げられ、認知

的欲求はむしろ抑制されるという報告がなされている (*3)。
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　SNSを利用してネガティブな自己開示をする心理は、現実の

世界で行うときと同じような心理が働くことがわかった。そ

の反面、現実の世界でネガティブな発言をするのと、Twitterな

どでするのとでは、周りの影響や、発言をすることによる自分

自身の精神的な影響に違いが見られる。周りの影響として

は、まずネガティブ発言を受け取る人の範囲が大きく違ってい

る。現実の世界では対話の状態でネガティブな発言をするこ

とによって、受け取った人はその人に対して同情的な感情を持

ち、支援するような言葉を投げかける場合もある。一方SNS上

でネガティブな発言をすると、より多くの人がその発言を見

る。しかし、それは独り言のような状態で、受け取った人が

発言した人に対してすることは少なく、受け取った人が不快

だと感じることもある。また、発言者自身の精神的な影響と

しても、SNS上での発言は認知的欲求を満たすことができず、

ネガティブな感情を軽減させることはできない。これらのこと

から、SNS上でのネガティブな自己開示から得られる恩恵は少

ないことがわかる。
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　「著作権」という言葉は誰もが一度は聞いたことのある言葉だと

思いますが、実際にそれを理解した上で遵守することができている

人は意外と少ないのではないでしょうか？日本では、下記の４つの

条件を満たしたものは著作権法による保護の対象になります。 

(1)「思想又は感情」を表現したものであること 

(2)思想又は感情を「表現したもの」であること 

(3)思想又は感情を「創作的」に表現したものであること 

(4)「文芸，学術，美術又は音楽の範囲」に属するものであること 

この４つの条件を満たすものは原則として著作者の生存している

間、及び没後の７０年間にわたり著作権法の保護の対象となりま

す。(*1)
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　SNSが普及するに従い、著作権侵害は深刻な問題にな

っています。Facebook、Twitter、InstagramのようなSNS

は、モバイルフォンとともに猛スピードで普及していま

す。SNSをつかって誰もが画像や動画を全世界に向けて発

信することが容易になった今、著作権侵害は深刻な問題

になっています。SNS上で起こった著作権侵害について、

以下に裁判になった3つの事例を紹介します。
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＜事例１「リツイート」＞(*6)  

　Aさんは、撮影した写真を、自身の氏名を表示した上でウェブサイ

トに投稿した。BさんがAさんがウェブサイトに投稿した写真を無断

で複製し、Twitterに投稿し、そのBさんの投稿をC ,D,Eさんがリツイ

ートした。Twitterの仕様で写真がトリミングされてしまい、元の写

真に表示されていたAさんの氏名が見えない状態でタイムラインに表

示された。裁判は最高裁まで行き、Bさんは無断でAさんの写真を複

製し、ウェブに掲載したという点で著作権を侵害したと判断され

た。また、CさんらのリツイートによりAさんの著作者人格権（氏名

表示権）を侵害したと判断された。

＜事例２「SNSのアイコン」＞(*3)

　この事例はSNSのアイコンに、自分の好きなキャラクター画像や

芸能人の写真を使用することは著作権違反になることを示すもの

で、〇〇のような事件が実際にあった。

＜事例３「面白い恋人」＞(*8) 

　平成23年11月、北海道土産として有名な「白い恋人」を販売する

石屋製菓が、吉本興業などが販売する焼き菓子「面白い恋人」の販

売差し止めを求めた。両者は和解の形をとり、「面白い恋人」の名

前は継続的に使われているが、パッケージは当初のものから変更さ

れた。

　以上、SNSが絡んだ著作権違反の代表的な事例を列挙した。

　次に、フェアユースという考え方について検証する。フェアユース

が適応されると、日本では著作権違反とされる内容であっても例外

的に著作権侵害にはならないことがあります。フェアユースは、ア

メリカ法やイギリス法で定められいますが、今回ははアメリカ著作

権法においてのフェアユースを紹介します。BUSINESS LAWYERS 

(*7)のウェブサイトによると、

1. アメリカ著作権法では「批評、解説、ニュース報道、教授（教室

における使用のために複数のコピーを作成する行為を含む）、研
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究または調査等を目的とする著作権のある著作物のフェア・ユー

ス（コピーまたはレコードへの複製その他106条に定める手段に

よる使用を含む）は、著作権の侵害とならない」(*7)と定められ

ており、フェアユースになるかの判断基準として次の４つの点が

挙げられています。 

１．使用の目的および性質（使用が商業性を有するか、または非営

利的教育的目的か） 

２．著作権のある著作物の性質 

３．著作権のある著作物全体との関連における使用された部位の量

および実質性 

４．著作権のある著作物の潜在的市場または価値に対する使用の影

響　　 (*7)

　端的に述べれば、著作物の価値を損なわない方法で使われるとい

う条件であればフェアユースとして認められるということです。日本

では、前のページで事例３に挙げたようなパロディに該当する行為

は著作権違反にあたりますが、フェアユースの考え方に基づくと、

アメリカやイギリス司法のもとでは、例外的に認められる場合もあ

るようです。日本国内でもパロディと呼ばれるような行為の多くは

見逃されていますが、これは著作物の価値への影響がない、もしく

はプラスになると寛容に捉えられている場合が多いようです。こう

した現状を踏まえると、日本へのフェアユースという考え方の導入

は検討される手も良いのではないかと思われます。
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　オマージュやパロディは日本の著作権法的に考えればパクリと言

われる違反行為と捉えられています。以下にその内容を記します。

　オマージュは、フランス語で「敬意」「賞賛」を意味する。尊敬

の念を込めて作品の特徴的部分を模倣することと定義されています

(*2)。一方、パロディは、ギリシャ語に語源を持ち、オリジナル作品

を愛のあるユーモアで茶化して作品を作ることとされています。フ

ランスではこのパロディが厳密に定義され、○○の範囲で許容され

ています (*2)。パクリは、文字通り、盗作、盗用という意味で、自

身の作品をあたかもオリジナルであるかのように振る舞って発表さ

れた作品のことを指します (*2)。　　
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　オマージュやパロディは日本において著作権違反に

あたりますが私たちの身の回りにはこうした作品が溢

れており、見逃されています。なぜでしょうか？それ

はやはり、前の作品をオマージュ、パロディしたこと

により、その作品自体に新たな価値が認められるだけ

の魅力があるからです。仮にオマージュ、パロディを

行った上で、前の作品を貶める様な内容であったり、

全くの真似でしかなく、新たな芸術的価値を得ること

のできていないような作品は「パクリ」（盗作）とみ

なされ、場合によっては裁判沙汰になることもありま

す。ここで、上記の「オマージュ」という語彙の確認

のため、右に代表的な例を２つ示します。

上　ティツィアーノ「ウルビーノのヴィーナス」（1538

年）(*9)  

下　エドゥアール・マネ「オランピア」（1863年）

(*10)

38



  

　日本の著作権法は度々改正が重ねられていますが、近年、違法ダウ

ンロードが刑罰化されたことが話題になりました。SNSで手軽に作品

をダウンロードできる様になってしまった今、美術館に足を運ばない

限り作品と対峙できなかった時代に比べると、その価値を低く見積も

ってしまいがちです。しかし、昔も今も、作者が心血を注いで作品を

生み出していることに変わりはありません。作品を尊重するのであれ

ば、自身が創作活動を行う際も著作権を守って過去に発表された作品

と接することが不可欠です。

　一方で、国によっては、パロディ、オマージュは100%許されざる

ものであるというわけではありません。許容されている国々では、偉

大な作品をリスペクトする人が新たな作品作りの糧にする点を評価し

てそのような法律制度が施行されているものと思われます。その新た

な作品の受け手が元となる偉大な作品の存在に気づき、作者の芸術的

根元に触れることができるのです。パロディ、オマージュも文化を築

く１つの芸術領域として認められてもよいのではないでしょうか。た

だ、逆説的ではありますが、パロディ・オマージュ文化を守るために

は、パロディ・オマージュ作品自体を保護する制度が必要になるでし
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ょう。他国よりもパロディやオマージュに厳しいあり方をしてきた

日本の法律も、見直すべきなのかもしれません。
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日本の教育現場に

おけるICT活用に

ついて



　2009年に原口総務大臣(当時)が発表した「原口ビジョン」で2015

年にデジタル教科書を全ての小中学校全生徒に配布することが掲げ

られ、国内で教育用のタブレットやインターネットに接続されたコ

ンピュータの導入などがわずかながらも行われるようになった。

　しかし、教育現場でのICTの普及は停滞してしまっているようにみ

える。義務教育修了段階の15歳児を対象にOECDが行った国際学力

調査(PISA 2018)(*1)で、国語・数学・理科・外国語・社会科・音

楽・保健体育・美術の8科目について１週間のうち教室でデジタル機

器を使う時間について調査が行われた。それによると日本は国語・

数学・理科・音楽・美術の5科目において、ICTの活用時間は最下位

となっていた (*1)。他3科目については、保健体育が下から5番目、

外国語が下から4番目、社会科は下から2番目と、いずれも、OECD

平均を大きく下回る結果になった (*1)。
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1.日本のICT活用の現状
1-1.教育場面における現状



　ICT活用時間の上位を占める欧州諸国では、各教科に合わせたICT

の活用を行なっている (*1)。国語の授業では小説を書いてアップロ

ードすることで他者からの評価をもらったり、音読を録音したりす

ることに利用している (*1)。理科の授業では、実験レポートに文面

や写真だけではなく動画を用いて結果をまとめる、さらに音楽の授

業では制作・録音・処理にデジタルツールを用いるなど、ICT導入に

関してさまざまな工夫が見られる (*1)。
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図1. デジタル機器を使う時間（各教科別, 国語、数学、理科、外国語）

(*1)を参考に作成



　また、授業以外の場面において日本は、課題の提出にEメールを利

用しないと回答した学生が約87%、学校のウェブサイトから資料を

ダウンロードしないと回答した学生が約83%と、授業外でもICTを活

用する習慣がないことが明らかになった (*1)。

　このことから、教材としてICTを普及させる動きはあったが、普及

は停滞しており、生徒側から積極的にICTを活用するような場面はま

だ少ないことがわかる。
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図3. メール、ウェブサイト活用状況

(*1)を参考に作成

図2. デジタル機器を使う時間（各教科別,社会、音楽、保健体育美術）

(*1)を参考に作成



　同調査を通して、ICT活用と学力に関して多くの相関関係がみられ

た (*1)。デジタルデバイスを利用して学習を強化している学校では読

解力のスコアが高く、教員がデジタルデバイスを活用するのに必要

な技術を持っていると答えた学校の方がより高いスコアであった 

(*1)。また、学校にあるインターネットに接続されているコンピュー

タの数の多さと読解力には正の相関があった。教育環境について

は、十分なインターネット速度・プロジェクター等のデジタルデバ

イス・インターネット利用について生徒のための特定のプログラム

がある学校の方が、それらが不足している学校と比較して良いスコ

アを出していた (*1)。これらのことから、PISA2018の調査において

ICT活用と学力の向上、特に読解力の向上には正の相関がみられたこ

とが分かる (*1)。
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2.ICT活用と教育の関係



　萩生田文部科学大臣は学力活動におけるデジタル機器の利用が他

のOECD加盟国と比較して低調であることを受け、令和元年12月3日

に学校における一人一台のコンピュータの実現等のICT環境の整備と

効果的な活用を推進していく旨を示した (*2)。

　しかし、ICTの普及について苦言を呈す考えもある。国際大学

GLOCOMに所属する豊福晋平は情報処理学会の会誌で学習場面での

ICTの普及が停滞している要因について教育関係者の間でICT活用に

対して以下のような否定的な意見が出ていることを述べている 

(*3)。

・ICTチート論：本来なら手書きや手仕事が必要なのにICTで済ませ

ようとするのはズルである。

・依存規制：ICTへの熱中。長時間利用は人間性を奪う。大人が積極

的に利用制限をしないと健康や成績に悪影響を与える。

(中略)ICTへの依存や中毒から子供達を守り、必要な場面に絞り込ん

で効果的にICTを活用しようとするきわめて真面目かつ教育的な取り

組みを進めるほど、課題は噴出し、普及にブレーキがかかり、教育

をより受動的にしてしまう。(*3)

　また、OECDが行なった同調査では、「教員がデジタルデバイスを

利用した授業を準備するのに十分な時間があるか」という問いに対

し、時間があると答えた学校はOECD平均で約60%であったのに対

し、日本は約10%強だった(*1)。このことからの、日本の教育場面に

おけるICT導入にはさまざまな課題があるようにみえる。
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3.ICT活用に対する日本のみかた



　PISA2018では、ICTと学力の向上について正の相関がみられて

いた。このことや諸外国と比べてICTの普及が遅れていること、

そしてコロナ禍でオンライン教育が求められていることから、

日本は早急にICTの普及が停滞している現状を打破する必要があ

ると思う。そのためにはICTのための設備や教員育成等も欠かせ

ないものではあると思うが、ICTに対する偏見や従来の教育法と

比べて卑下するような見方等をなくすことも、必要なことだと

思う。日本はスマホ持ち込み禁止の校則や自治体がゲームをす

る時間に制限をかけるなど、デジタル機器やSNSの依存に関する

否定的な考えや偏見が一部にあるのが現状である。また、電子

辞書よりも紙の辞書を推奨する考えや紙に手書きで書き込むこ

とを重要視する考えが少なからずあることも事実である。教育

現場においてICTの普及が停滞していることが明らかになった

今、ICTの導入を成功させた諸外国の動きを例にICTに関する正

しい知識や効率的な活用法を広めることが重要なのではないだ

ろうか。
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4.日本でのICTの普及の必要性
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MOOCSの
これからの可能性



　かつては多くの日本の大学生にとってオンライン授業は馴染みの

ないものであったと思うが、コロナウイルスの蔓延により、多くの

大学ではオンライン授業が導入され、今では大学生にとって一般的

な学び方となった。以前よりオンライン学習は存在していたがそれ

ほど活用されておらず、2020年のコロナ禍をきっかけに、大学生に

とっては一気に身近な学び方となったのではないかと考える。そこ

で、今回のレポートでは、数年前より新しい学び方として注目され

ていた「MOOCs」について理解を深め、MOOCsの今後の可能性に

ついて考えてみようと思う。

　MOOCsとは、「Massive Open Online Course(s)」の略であり、

インターネットを通じて無料で世界各国の有名大学の授業を受ける

ことができる新たな学習環境である。今日では、日本でも、東京大

学や京都大学などの有名大学がMOOCsで授業を公開している。

　MOOCという用語が最初に使われたのは、2008年にカナダのマニ

トバ大学で行われた講義からである。この講義は、学費を払ってい

る27名の学生が受講したほか、オンラインでも一部の授業が無料公

開され、2200人もの学習者が集まった(*6)。2011年には、スタンフ
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ォード大学でMOOC講座が開始され、その後、スタンフォード大学

の教授によってMOOCプラットフォームのCoursera、Udancityが設

立された (*1)。双方ともとも営利企業であり、独自に開発したソフ

トウェアを用いて大規模な受講生の受け入れと教育プラットフォー

ムの構築を可能にした (*1)。そのほかのMOOCsの代表的なプラット

フォームとしては、マサチューセッツ工科大学とハーバード大学が

開発した”edX”や、イギリスのオープン大学による”Future Learn”など

がある。MOOCsは提供するプラットフォームによって異なった目的

や考え方が反映されているため、設計は一様ではない。(*1)

 　 MOOCsの特徴は主に４つある (以下4つの点に関しては言及がな

い限り*2を参照)。1つ目は大規模であることである。Courseraによ

ると、設立された2011年以降の4年間で、最大規模の講座では1200

万人以上が登録し、24万人が受講したようだ 。MOOCsは利用者の

拡張可能性が無限大であり、MOOCsを提供する教育機関は、登録者

を増やすのにコストがかからない。２つ目はオープンであることで

ある。MOOCsの参加に必要なのはコンピュータやモバイル機器、イ

ンターネットへのアクセスだけで、入試という関門はない。しか

し、教材に対する著作権はMOOCsを提供する機関にあり、許可なく

再利用したり別の目的で利用したりするような自由は制限されてい

る。また、講座がサイトから削除される可能性もあるため、永久に

アクセスできるという自由があるわけではなく、このような観点か

らみれば、完全にはオープンとは言えない。3点目は、オンライン講

座で学外の人間が単位を取得することも可能ということである。こ

こで言及しなければいけないのは、講座をオンラインで提供するこ

とはMOOCsに固有の特徴ではない事である。アメリカだけで700万

人以上の学生が通常の学位プログラムの一環として、オンラインで

受講して単位を取得している。内閣府の調査によると、日本でも大

学生・大学院生のコロナ禍のオンライン教育の受講率は95.4％であ

った (*4)。こうした大学に所属する学生がオンラインで授業を受け

られることは当然のことになってきているが、学生の資格を持って

いない人間も、単位を取得できその単位を将来的に使えるというこ

とにMOOCの新しさがある。４つ目はまとまった講座であることで

ある。MOOCsに提供される内容は、１つにまとまった講座として提

供されている。しかし受講者にとってこのことは必ずしも明確では

ない。

　MOOCsの特性をメリット・デメリットに分けてまとめると、メリ

ットは、コンピュータとインターネット接続があれば世界最高峰の

大学から良質なコンテンツを無料で受け取ることができること、教

育機関は、特定の学問分野における専門性と卓越性をオープンにす

ることによって、自らのブランドと地位を向上させることができる

こと、生涯学習に役立つことが挙げられる。生涯学習に活用してい

る例としては、会社で社員教育に使っている例、一般企業勤務から
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独立し、起業する際に自分のスキルアップのために講座を受講した

例などがJMOOC（日本最大のオンライン大学講座）の「受講者の

声」で紹介されていた (*3)。

　デメリットとしては、まず、MOOCsへの登録者は膨大だが、積極

的に参加しているのは登録者の半数以下で、その中でもわずかな割

合しか講座を修了していないことが挙げられる。また、MOOCsの開

発は高価であり、公的資金に基づく高等教育機関にとっては、持続

可能なビジネスモデルとしてMOOCsをどのように開発できるかを予

見するのは困難であることもデメリットである。さらに、MOOCsは

教育機会の拡大というよりも、すでに高度な教育を受けている人た

ちに歓迎されるという点では、万人が使える学習プラットフォーム

ではない。加えて、MOOCsによって得た修了証はあまり重要視され

ないことが挙げられる。しかし現在では、MOOCsによって大学単位

を取得できる認定証が存在する。「Courseraでは「シグネチャ・ト

ラック」という本人認証を行った上で認定証を交付する学習コース

を設けており、受講者は手数料として数十ドルを払う (*1)。「シグ

ネチャ・トラック」で得た認定証は、米国の大学単位推薦サービス

が発行するACE Creditに置き換えることで全米2000の大学の単位を

取得できる (*1)。米国や欧州のいくつかの大学ではUdacityで得た修

了証を大学単位として認めている。」 (*1) 日本国内の大学で

MOOCsの授業が単位認定されるという事例は見られなかった。

　MOOCsは、良質なコンテンツが無料で見られるため、多くの企業

で講座が活用されるなど、スキルアップや生涯学習目的としては利

用されていることがわかった。だが、手軽に登録できて基本的には

無料で見られるというメリットがある一方、その手軽さ故に、講座

を修了するのは全体の数パーセントであったり、修了証があまり効

果をもっていなかったりするため、現在あまり高等教育において重

要な地位を占めてはいない。文部科学省が2015年に全国の４年制大

学、短期大学、高等専門学校を対象にした調査（総回答数954件） 

(*5) によると、大学でのMOOCsの活用状況は以下のようになってい

る。
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（棒グラフは*5を参照し作成）

　日本で授業にMOOCsを利用している大学は17校しかない。

MOOCsの利用形態は「教員が自分の授業の一部で教材として利用し

ている」「学生の自習用に情報提供している」「反転授業の教材と

して利用している」というといった授業の一部または補完する目的

で利用している例が多い。活用している大学に対して満足度を調査

したところ、17校中11校が「学生の理解度は上がっている」と回答

しており、MOOCsに対し、肯定的な姿勢であることがわかる。「理

解度は上がっている」「わからない」「その他」のほかに、「とて

も理解度が上がっている」「特に変化はない」「逆効果のように見

える」という選択肢があったが、それらを選択した大学はなかった 

(*5)。

（円グラフは*5を参照し作成）

　実際問題として、現在のMOOCsには、深い学びや実践的な学びな

どの、高度な知識や技能の習得を促進する上で、大きな構造上の限

界がある。大規模なオンライン講座のため、教授やクラスメートか

らのフィードバックを必要とする学び・実験・研究には向かない。

しかし、上に提示した文部科学省の調査結果によって明らかになっ

たように、MOOCsは学生の理解度に貢献する可能性もあり、さら

に、MOOCsは大規模講義のような従来の教育スタイルの一部にとっ

て代わる役割を十分に果たしうる。多くの学生にオンライン授業が

身近になった今、大学の授業にMOOCsを導入したり、大学の単位に

MOOCsでの学習が含むことができたり、より幅の広いコンテンツが

視聴できるようになれば、アフターコロナの世界ではもっと広く導

入され、今よりも高等教育において重要な位置を占める可能性があ

ると考える。
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M.M.
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ICT教育の海外
事例と
日本の課題



　北欧は、世界でもデジタル化が早い段階で進んでいる地域であ

る。国立教育政策研究所が2018年に行った現地調査・ヒアリング調

査によると、エストニア、ノルウェー両国では、全国の児童生徒に

iPadやPCなどのICT機器が行き渡るよう配慮されていたことに加

え、学内Wi-Fiの環境も整備されていたことで、児童生徒のICTを使

った学習がスムーズに行われていた(*1)。また、多様なデジタル教材

に無料でアクセスさせることで、授業を多様化することも図られて

いた (*1)。さらに、ICTは児童生徒の学習情報管理にも活用されてお

り、課題の提出や、評価、連絡の手段として、教師、生徒、保護者

間のやり取りを円滑にしている (*1)。

　これらはICTを教育現場に適用した成功例であると言えるだろう。

しかし、これらのICT先進国においても教育現場におけるICTの活用

は発達段階にあるということ、また、北欧諸国の自由な学習形態は

日本の教育形態とは大きく異なることなどを鑑みると、日本がこれ

らの教育方法をそのまま真似るというのは得策ではない。北欧の例

を取り入れるのではなく、活用するという視点での教育改革が求め

られる。
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私は、ICT後進国ともいわれている日本の教育の現状を、海外の具体的な
ICT教育の事例や、ICT教育にまつわるデータの各国の比較をもとに見て
いくことに興味があった。そこで、 1. 海外の事例を参照しながら、2. 日
本の教育現場の現状を考察するという 2つのフェーズに分けて、日本にお
けるICT教育の問題点と将来の展望を考えていきたいと思う。1.ICTを使った教育の海外事例　(*1)(*2)

1-1. エストニア・ノルウェーにおける教育



　次に、学校における実践例を見ていきたい。ニューキャッスル中

学・高等学校はSTEAM（Science, Technology, Engineering, Art and 

Mathematics）教育に積極的にICT活用を行っている学校である。例

えば、アートの授業でデザイン作成から発表までをコンピューター

を活用して行うシューズのデザインコンテストや、ロボットコンクー

ルに挑戦する授業などである。この学校で特徴的なのは、ICTの積極

的な活用によって「デジタルシチズン(社会活動へ参加するため、イ

ンターネットを安全かつ効果的に使う方法に熟知している人のこ

と)」を育てようという方針で、学校で必要に応じて用意されるPCに

加え、生徒自身のスマートフォンやタブレットを、ある程度の制限

のもとで利用可能にしているところだ。

　生徒自身のスマートフォンやiPadの利用を積極的に取り入れると

いうのは画期的で、「禁止」で縛りすぎない自由なICT教育はこれか

らの教育においてたしかに推奨されるべきだと思う。しかし、自由

といえども多少の制限をかけることは必要不可欠であるため、その

制限をどこまで厳しくすべきかを決めることが新たな課題となって

いくだろう。

　教員養成課程の学部3年生の必修科目で、毎回決められたICT教育

にまつわるテーマ（例えばeBookやプログラミングなど）について

の講義、演習を1セットで行う授業がある。その授業では、キーワー

ドとして「体験」、「クリティカルシンキング」、「全部しらなく

てもよいということ」の三点が挙げられている。まずはeBook、AR/

VR/二次元コード、ウェブサイト、ブログ、プログラミング、ロボッ

ト、3Dプリンターといった様々なツールやサービスがあることを実

際に「体験」することで知り、使うかどうかの検討をする際にはコ

ストや効果のことも含めて「批判的に考え」、最後に、新しいこと

がどんどん増えていくICTについて教員が「すべて知っている必要は

なく」、生徒と一緒に学んでいければ良いのだということを学ぶの

である。

　確かに一言でICT教育と言っても使う道具の種類はたくさんあるた

め、まずは存在を知って体験することでICT教育に必要なスキルを養

えるのではないかと思う。その中で全部を知る必要はなく、生徒と

一緒に学んでいきながら時には批判的に考える、という態度はとて

も参考になると思った。
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1-2.ニューキャッスル中学・高等
学校（アメリカ合衆国・ペンシル
バニア州） (*2)を参照

1-3.モナッシュ大学
（オーストラリア・ビクトリア州） 
(*2)を参照



　国策で教育のICT化が進められているデンマークでは、それらの技

術を取り入れることは大前提として、そこで問題が起こったときに

どう対処するのかという点が重視されている。この大学では、個別

のツールの使い方を教えることはせず、問題やツールを見て自分自

身、また生徒を巻き込んで解決することが重要なのだと強調され

る。なぜなら、現代では常に新しいツールが出てくるため、元あっ

たツールはすぐに陳腐化してしまうからだ。

　この例でも、先程の例と同じように「先生が生徒とともに学んで

いく」という姿勢が示されていたが、使うかどうかの検討ではなく

使うのを前提としている、ということが印象的だった。安定性や確

実性を求める傾向が強い日本は何事も決定されるのが遅いというイ

メージをもっているため、ICT先進国の積極的な姿勢は見習うべきだ

と思う。

　これらの例を通して、新しい技術をその場その場で取り入れてい

くことがこれからの教育で重要になってくる姿勢だと感じた。その

際、無理に先進国のやり方を取り入れるのではなく、日本の教育目

標に照らした臨機応変な対応が求められるのではないだろうか。ま

た、ICTを活用していくことが前提となったとき、教師の授業準備に

かける負担の増加や個々の児童生徒のプライバシー保護について考

慮することが重要になってくる。起こり得る新たな問題に対処でき

るような環境を整えることも必要不可欠だ。ICTの活用においても、

問題の対処においても、その場しのぎのものにならないような社会

の制度、学校ごとの制度の整備がなされるべきである。
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1-4.メトロポリタンユニバーシテ
ィカレッジ（デンマーク・コペン
ハーゲン） (*2)を参照

1-5.小括



　日本の教育現場におけるICT活用の現状は、残念ながら非常に遅れ

ている。下のグラフは、OECD（経済協力開発機構）が15歳生徒を

対象に3年おきに実施する「生徒の学習到達度調査（PISA）2018年

調査」(*5)のうち、「生徒の学校・学校外におけるICT利用」の部分

を示したものである（「OECD生徒の学習

到達度調査（PISA）」より作成。数字

は、各項目に対して「毎日使う」「ほぼ

毎日使う」の回答が占める割合を示して

いる）。

　これらのデータから、日本の教育現場

でいかにICTが使われていないかが見て取

れるだろう。そしてこの現状は、コロナ

禍における対応の遅れという形で顕著に

表れてしまったのである。

　日本の教育現場においてICT活用が進ん

でいない理由として第一に挙げられるの

は、教師の負担が大きくなるということである。しかし、そもそも

デジタルネイティブ世代の子供たちにとって、ICT機器は「教師がす

べて教えていくもの」ではなく「自分で使っていくもの」である。

したがって、「教師が教えなくてはならないから負担が増える」と
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2.日本の教育現場の現状　
特に言及がない箇所は(*3) (*4)を参照



いう前提が間違っているのであり、教師側の意識改革を行ってい

くことが教師の負担を減らしていくことにつながっていくのだと

考えられる。

　また、学校のICT活用を進めていくうえで生じる問題として、家

庭と学校のデジタルデバイドが挙げられる。家庭でのある程度自

由なICT環境と、学校での制限のかかったICT環境の間にある格差

を埋めていくために、学校がどのような対応をしていかなくては

ならないのかを考えていくことが、今後の主な課題になるだろ

う。

　Society5.0時代を生きる子供たちがICTを積極的に活用した学び

ができるように、我々の世代が意識を変えていかねばならない。

また、教育者の立場だけでなく、学習者の立場からもう一度教育

を見つめ直し、何が大切なのか考えていくことが必要なのではな

いかと思う。
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マスメディアと
どのように
向き合っていくか

氏名非公開
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グラフ1：メディア利用機会

（上記の総務省のデータを参照し、筆者が作成）

グラフ２.メディア１日当たりの平均利用時間

グラフ３.情報を入手する際に利用するメディア
65

1. マスメディアの利用状況
　スマートフォンが普及する前の2008年時点で、マスメディアが

人々にどのくらいの影響を与えるのかを示すために、マスメディア

の利用状況を調べた。2008年の総務省の調べ（グラフ1）ではメデ

ィア利用機会の調査に関して、テレビは９割以上の人が、新聞では

８割以上の人がほとんど毎日利用していることがわかる(*1)。また

同じ調査で、メディアの一日あたりの平均利用時間の調査（グラフ

２）によると、テレビは99.1％、新聞は59.1％、ラジオは63.9％の

人が30分以上利用しているとという結果であった(*1)。さらに情報

を入手する際に利用するメディアとしてテレビは高い割合を示して

いることがわかる（グラフ３）。
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グラフ5.テレビ（リアルタイム）視聴とインターネット

利用の並行利用行為者率

グラフ6.メディア別信頼度

グラフ4. 新聞をほとんど毎日利用している人の割合

一方で新聞をほとんど毎日利用している人の割合は、若年層が他の

層と比べて著しく低い結果となった（グラフ４）。さらに2021年

の総務省の調べによると若年層のテレビ視聴時間は年々低下してい

るにも関わらず、インターネットの利用時間は増加傾向にあり、若

年層はテレビの視聴時間を上回っている (*2)。ここからインターネ

ットの普及による「若年層を中心としたマスメディア離れ」が進ん

でおり、マスメディアの影響力が減少しているという見方もある。

しかしテレビ(リアルタイム)視聴とインターネット利用の並行利用

行為者率(*2：グラフ５)を見ると、テレビがインターネットと並行

して使われていることや、メディア別信頼度(*3：グラフ６)で若年

層も含めてマスメディアの信頼度はインターネットよりも高いこと

から、マスメディアはこれからも私たちの生活に多大な影響を及ぼ

すと考えられる。
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2. マスメディアの信頼性

　マスメディアの影響力がデジタル化が進む今でも大きいことを一

通り資料を参照し把握したところで、マスメディアの信頼性につい

て考えていきたい。マスメディアが事実とは異なる報道を行ったこ

とがどのような被害をもたらすのかを示した例として、松本サリン

事件（1994年）がある。この事件では被害者が警察に容疑者であ

ると疑われ、まだ捜査の段階であるにも関わらず、被害者は犯人扱

いされ根拠のない記事が出回ってしまった。さらに被害者の実名や

住所までも公表されたことで、夜中に中傷電話が鳴りやまないなど

の報道被害を受けた。このような報道被害が二度と起こらないよう

にするために、私たちはマスメディアの情報が正しいかどうか吟味

する態勢を身につける必要がある。

　またマスメディアによる切り取り報道が、深刻な問題を引き起こ

すこともある。報道できる量や時間が限られている以上、発言や出

来事の一部を切り取って報道することは仕方がないことではある

が、その切り取り報道によって政権政党に対する印象操作が行われ

たことが指摘された事例がある。朝日新聞の記事「ＮＨＫ、野党の

「政権寄り」批判に「真摯に受け止める」」 (*5)によると、NHKの

番組で与党の肩を持つような報道がなされていたことが次のように

指摘されている。
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  (前略)番組は⼩川⽒が議場の演壇で⽔を飲む場⾯を３回映 
し、「途中何度も⽔を飲む姿に議⻑は」とのナレーションとともに
「少し早めて結論に導いてください」と呼びかける⼤島理森議⻑の
姿を放送。その後、⼩川⽒の主張を「ただの審議引き延ばしのパフ
ォーマンス」とした与党の反対討論を使⽤した。(後略)

　((*5) より引用)

 

　つまりナレーションに加え議長の発言を切り取って報道すること

で野党の小川氏が審議を引き延ばすために水を飲んでいるように見

せかけ、小川氏ら野党の主張を報道には入れなかった。この報道が

行われたのは2019年であり、切り取り報道による印象操作は現在進

行形で行われている可能性が高い。

　さらに図１より、日本のマスメディアが特異な構造をとっている

ことがわかる。(*6)によると、日本新聞協会という大きな業界団体が

あり、互いの権益が守られている。さらにその中で全国紙と民放局

が系列関係を結んでおり、それを「情報カルテル」と呼ぶ研究者も

いる。それに加え記者クラブ制度と言って、雑誌、ネットメディア、

フリー記者が排除される場合がある。つまり日本のマスメディアの

構造は非常に排他的であると言えるであろう。

図１ 日本のマスメディアの特異な構造(*6)
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3. 情報の受け手の認識と課題

　1.で述べたように、マスメディアが発信する情報は人々に多大

な影響を与えている。しかし特異な構造をとっているマスメディ

アから発信される情報は必ずしも正しいとは言えない。ここで

「人々はマスメディアの情報を過大に信頼しているのではない

か」という仮説が立つ。グラフ７が示しているように、メディア

としての信頼度の調査では信頼度が一番高かったのは新聞であ

り、次いでテレビという結果がその根拠としてあげられよう。で

は、マスメディアの情報を鵜呑みにせず、自分で考えて理解でき

るようにするにはどうしたらいいのだろうか。

　日本で情報教育は行われているが、中々進んでいないように思

われる。なぜなら文部科学省の情報教育の手引(*9)をみる限りで

は、情報をどのように受け取るかについては情報の授業というよ

りも他科目に委ねられている部分が多く、教育が行き渡っていな

いように推測されるからだ。私は情報教育も他の主要科目と同様

の扱いにするために、授業数を増やしたり、テストを行うよう改

善する必要があると考える。またもう一つ課題として挙げられるの

はメディア・情報リテラシーの基準がないことである。基準がない

と個々人が責任を持って情報を発信しているか否かを判断できな

い。そこでDQ(デジタルインテリジェンス)を紹介したい。 (*9) に

よるとDQとは、「個々人がデジタルライフの課題に向き合い、デ

ジタルライフのニーズに対応するために必要な、技術的・精神的・

社会的スキルの総称」のことであり、テストを受けることで８つの

デジタルシティズンシップ能力（8つのデジタルシティズンシップ

スキル：スクリーンタイムの扱い、プライバシーの扱い、ネットい

じめの扱い、デジタル市民のアイデンティティ、デジタルフットプ

リントの扱い、サイバーセキュリティのの扱い、クリティカルシン

キ

グラフ７　各メディアの信頼度
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ング、デジタル共感力）を測定できる。もちろんこの８つの基準

だけでは個々人の情報リテラシーを把握しきれないが、このよう

な基準を使ってメディアとして情報を発信する側のリテラシーを

測定し、メディアの情報を受け取る側のリテラシーの底上げを目

指すことに繋がる。またこのような基準を使うことでまた新たな

基準が生まれ、情報リテラシーへの理解が深まることを期待した

い。
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表現の自由と
報道のあり方
理学部
物理学科　1年
Y.



　市民の「知る権利」は、民主主義の中核を為すものであり、報道

機関に保障される「報道の自由」は、それに奉仕する肝心な役割を

担っている。戦後から現在に至って、憲法による「報道の自由」の

保障の下に、新聞や雑誌、テレビなどのマスメディアは、市民の

「知る権利」に応えるべく、政治や経済、芸能など多様な分野で取

材・報道を行い、民主主義の発展のために重要な役割を果たしてき

た。報道のあり方と今後の課題を考察するべく、まずはじめに、報

道機関に保証される「表現の自由」及び「報道の自由」の憲法規定

について解説していく所存である。

　「表現の自由」は日本国憲法第3章第21条において規定されてお

り、言論・出版その他一切の表現の自由を保障している。表現の自

由を支える価値、つまり表現の自由を保証する理由は、主に2つあ

る。1つ目は自己実現の価値である。これは、個人が言論活動を通じ

て自己の人格を発展させる個人的な権利である。2つ目に自己統治の

価値である。これは、言論活動により国民が政治意思決定に関与す

るという民主政治に資する社会的権利である。

　また、「表現の自由」に紐付けて市民に保障されていると解釈さ

れるのが「知る権利」である。これには、情報受領権と情報収集権
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1. 表現の自由の憲法規定



の二つの側面があり、後者にはさらに、情報収集活動が公権力によ

り妨げられない権利である消極的情報収集権と政府に対して情報の

開示を要求する積極的情報収集権の二つの場合が含まれる。（*1）

　特に報道機関に保障されているのが、「報道・取材の自由」であ

る。これは、憲法21条1項の「表現の自由」に含まれている。報道は

事実を知らせる行為であり、報道機関の報道が国民の「知る権利」

に奉仕するという重要な意義を有している。取材の自由とは、報道

機関が事実を報道するために情報収集を行う自由を言う。（*1）

　ここで、表現の自由に関する重要な判例をいくつか紹介する。

　I. 税務署職員の収賄容疑における逮捕状の記載内容の事実が翌朝

の新聞朝刊で報道された。あまりにも短時間で情報を得ていること

から、情報が事前に漏れていた疑いで、国家公務員法違反の容疑で

捜査が開始され、この記事を書いた石井記者が証人喚問された。し

かし、石井は、取材源の秘匿を理由として宣誓証言を拒み、争われ

た。この点について最高裁は、刑事訴訟法149条に、証言拒絶できる

者を列挙しているが、記者は含まず、刑事訴訟における証言拒絶の

権利まで保障したものではないとした。（*2）この判例について、

石井記者は「取材源秘匿権」を主張したが、刑事訴訟法149条に記載

されている「証言拒絶の権利」は、記者には保障されたものではな

いとある。しかし、同じく刑事訴訟法と憲法において「黙秘権」が

保障されており、憲法38条1項は、「何人も自己に不利益な供述を強

要されない」と規定してある点に矛盾を感じた。

　II.民事事件において証人となったNHK記者Xが、取材源については

職業の秘密に当たることを理由に証言を拒絶し、「取材源秘匿権」

について争われた。これに対して最高裁は、「秘密の公表によって

生ずる不利益と証言の拒絶によって犠牲になる真実発見及び裁判の

公正との比較衡量により決せられるというべき」として、報道関係

者の取材源の秘密は、民事訴訟法197条1項3号の「職業の秘密」に
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当たるとし、証言を拒むことができるとした。（*3）この判例につ

いて、Iの判例においては、記者の証言拒絶が許されなかったのに対

し、こちらの判例では、証言を拒むことができた。事件とその記者

の証言の関連度に応じて保障される権利が変化するということにつ

いて、憲法規定に則って完璧に保障される権利は存在しないのでは

ないかと思える。

　これまでマスメディアは、民主主義の発展のために重要な役割を

果たしてきた反面、国や市民から期待された役割を十分に果たして

きたとは言い難い。今日のマスメディアは、マスメディア同士の競
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これまでマスメディアは、民主主義の発展のために重要な役割を果

たしてきた反面、国や市民から期待された役割を十分に果たして

きたとは言い難い。今日のマスメディアは、マスメディア同士の競

争意識や権力による情報操作などにより、本来マスメディアに期待

された取材・報道が十分に行われていないように思える。むし

ろ、権力による誘導や情報操作に対して警戒することもないま

ま、取材・報道に追われている側面も見える。また、マスメディア

は、興味本位と営利目的から、市民に対する過剰な取材・報道を

行い、その名誉やプライバシーを侵害する事例も依然として跡を絶

たない。さらに、重大な誤報を行うなどの事例もしばしば見受け

られる。特に芸能関連のスキャンダル報道では、同業社との競争意

識から、事件の本質を十分に把握しないままの報道も少なくな

い。

　また、いまマスメディアの現場は、如何に事実を的確に報道する

かではなく、如何にスポンサーや視聴者から抗議が来ない番組を

作るかということばかりを考えて疲弊している。1993年、当時の

テレビ朝日の椿貞良報道局長が選挙時の番組で反自民を宣言し、

放送法に基づく免許取り消しが取り沙汰された「椿事件」がひと

つの例である(*4)。この事件以降、報道機関は個人のオピニオンを

自由に表現することを過剰に恐れることとなった。報道における

タブーは、「表現の自由」を妨げる大きな壁であり、報道機関が

自分で自分の首を絞める結果になっていると考える。マスメディア

は、本来、市民の人権を侵害することのないように事実を報道

し、万が一それを侵害した場合には、自らこれを訂正・回復する

責任を負っている。権力機関による上記のような干渉を招くこと

は、報道の自由が脅かされる事態になるということを報道機関は

強く認識すべきであると考える。
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2.報道におけるタブーと偏向報道の実態
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フェイクニュースと
どう向き合うか



　フェイクニュースとは何か。この定義についてまずは共通認識を

持っておきたいため、福長秀彦氏の文章を参考にフェイクニュース

を定義することにした。

フェイクニュース：「何らかの意図で作られ、拡散している虚偽情

報の総称」

この定義は辞書や用語集などを用いて福長氏によりされており(*1)、

私の認識もこの筆者と同様である。
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本論では、近年話題になっているフ
ェイクニュースと私たちはどう付き
合って行けば良いのかを考えたい。

１　フェイクニュースの定義



　フェイクニュースというと2016年のアメリカ大統領選挙を思い浮

かべる人が一定数いるだろう。実際、多くの論文においてフェイク

ニュースはこの2016年アメリカ大統領選挙の事例とともに語られて

いる。そこで私は、「フェイクニュースとメディア環境」(*2)の中の

「フェイクニュースの事例」の部分に注目した。これによると、

2016年のアメリカ大統領選挙期間中には『ローマ教皇がトランプ氏

への支持を表明した』とか、『クリントン氏がISに武器を売った』

などといった、アメリカ大統領候補をめぐる様々なフェイクニュー

スが話題となったそうだ。これらのフェイクニュースはTwitterや

FacebookなどのSNSを通して瞬く間に拡散され、これが投票結果に

一定の影響を与えたとする見方もある。フェイクニュースの拡散が

大統領選という民主主義に対する脅威にもなり得るとも考えられる

点で、アメリカ大統領選挙はフェイクニュースのその言葉と影響力

を世に知らしめる大きなきっかけになったと考えて良いだろう。
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２　フェイクニュースという言葉が浸透し流行したきっかけ



�

　先ほどの章で2016年のアメリカ大統領選挙でのフェイクニュース

について述べたが、2020年のアメリカ大統領選挙でも下の画像(※

画像１)に示したようなフェイクニュースが流れている。トランプ氏

への票が不正に廃棄されたという内容を画像とともに投稿され、約

1.2万件もリツイートされているが、この写真は過去に別のニュー

スで使われた写真であり、フェイクニュースであることが伝えられ

ている。

しかし、フェイクニュースは選挙を対象としたものだけではなく、

様々な種類のものがある。そこで広島市立大学の学生たちがフェイ

クニュースについてまとめた「FA FA FAKEフェフェフェイク～見

る者すべてが騙された～」 (*3) の『「ニュース」になった 7 つの

「フェイクニュース」』という部分に注目した。これによると、ト

ランプ氏の大統領就任式で参加者が過去最大だったというものか
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画像１　実際にSNSで拡散されたフェイクニュース　

Twitter, Inc.　Twitter URL 

https://twitter.com/KAGWAR2020/status/13240645833554
94400　閲覧日　2021年2月19日

3　フェイクニュースの事例

https://twitter.com/KAGWAR2020/status/1324064583355494400
https://twitter.com/KAGWAR2020/status/1324064583355494400
https://twitter.com/KAGWAR2020/status/1324064583355494400
https://twitter.com/KAGWAR2020/status/1324064583355494400


ら、新種のハチの名前に人気小説「ハリー・ポッター」のキャラ

クター名が使われたというものまである。そして、この事例の中

でドイツの首相がテロリストと笑顔で写真を撮ったというフェイ

クニュースで写真が使われているように、フェイクニュースは文章

だけではなく、時には画像や動画を用いて伝えられる。その中で

もフェイク動画を作るのに用いられる技術として、ディープフェイ

クというものがある。この技術を使えば、人の声と口の動きを模

倣して発言を偽造することが可能であるということも述べておき

たい。オバマ元大統領のディープフェイク動画からも、とても精巧

に模倣されているというのが分かる (*4)。ディープフェイク動画は

精巧に作られているため、人の目だけで判断するのは困難だが、

2020年の時点でMicrosoftをはじめとする様々な会社がディープフ

ェイクかどうかを判断する技術を開発しているので、全く見破るこ

との出来ない技術ではない (*5)。
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　フェイクニュースが生まれる背景について考えるため、

「大学におけるメディアリテラシー育成のための授業のあり

方― フェイクニュースが蔓延するなか、求められる教育を探

る ―」 (*6) の中の「フェイクニュースの類型と意図」(表１）

という部分に注目した。フェイクニュースを話題に取り上げ

る際には対処法や実際の事例に目が向きがちだが、これによ

るとフェイクニュースそのものに幾つかの型があり、作る側

にも広告収入などのメリットがあるということが分かる。フ

ェイクニュースの作り手にも注目することは次のフェイクニ

ュース対策を考えるうえで大切だと考える。
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４　フェイクニュースが生まれる背景

表１　フェイクニュースの類型と意図表１　フェイクニュースの類型と意図
フェイクニュースの類型フェイクニュースの類型

1 風刺・パロディ

2
誤った関連付け（見出し、画像、キャプションなどがコンテンツと異

なる）

3 誤解させるコンテンツ（誤解を与えるような情報の扱いがされている）

4
誤ったコンテクスト（正しいコンテンツが誤ったコンテクストの情報

と共有される）

5 なりすましコンテンツ

6 操作されたコンテンツ（だますことを目的に情報、画像を操作する）

7 ねつ造コンテンツ

＊意図的に人を欺こうとする恣意性は、７に近いほど上がっていく。＊意図的に人を欺こうとする恣意性は、７に近いほど上がっていく。

フェイクニュースを流す意図・要因フェイクニュースを流す意図・要因
1 社会・政治状況に関する批判、風刺表現欲
2 ジャーナリストの能力の低さ、スキルの拙さ
3 騒ぎを起こすことを面白がる
4 政治的信条に基づいたプロバガンダ
5 アクセス増で広告収入を増やす（利益目当て）



　まずは世界各国の政府側のフェイクニュ

ースへの対応状況を見る。そのためにリソ

ースとして総務省の「プラットフォームサ

ービスに関する研究会　最終報告書」 (*7) 

を用いる。この文章の「第３節 諸外国に

おけるフェイクニュースや偽情報への対応

状況」によると、欧州や英国では行動規範

や白書など、具体的な文言で示してあるこ

とが分かる。例として欧州委員会の政策文

書において示された具体的な対応策をした

の画像(※画像２)に挙げるが、偽情報からの

ユーザー保護に始まりのファクトチェッカー

の支援といった幅広い対策をしていることが

分かる。ただここで一つ注意しておきたいのが、フェイクニュース

対策として多くの論文でファクトチェックが提唱されているが、フ

ァクトチェックを行う団体も必ずしも中立ではないということだ。

　このような対策の成果もあり、実際2016年のアメリカ大統領選挙

で「ローマ教皇トランプ氏への支持を表明」というフェイクニュー

スを流した元サイトは2020年現在閉鎖されている。
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５　フェイクニュース対策

画像２ 総務省 プラットフォームサービスに関する研究会 最終報告書 URL 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000668595.pdf 閲覧日2021年2月19日

�
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　そして、私たち個人単位ではどうすれば良いのかを確認するため

に再度「FA FA FAKEフェフェフェイク～見る者すべてが騙された

～」(*3)を参考にする。今回は「第4章　フェイクニュース対策」の

中でも特に「私たち個人によるフェイクニュース対策」に注目し

た。これによると、ニュースの情報源を意識したり、ニュースウェブ

サイトのドメイン名が大手ニュースサイトを装ったものでないか確

認したりといった対策が挙げられている (*3)。私たち個人として

は、このように自分が目にしている情報の正誤を判断することに加

え、フェイクニュースを発信・拡散する側に回らないように気を付

けることもできる。政府側にしかできないフェイクニュース対策(偽

情報からのユーザー保護など)と、情報の発信者であり受け手でもあ

る私たち個人にしか出来ないフェイクニュース対策（フェイクニュー

スの発信や拡散に加担しないなど）といった違いがある。だからこ

そ政府や企業の対策にゆだねず、個人での対策を私たちが意識的に

行っていく必要性がある。

　筆者は最初に、フェイクニュースにどのように向き合って行けば

よいのか、という課題設定をして話を進めてきた。今回フェイクニ

ュースについて考えてみて筆者は、フェイクニュースについて知る、

フェイクニュース発信・拡散しない、ファクトチェックをする、な

どの対策を個人の出来る範囲で実践するのが良いのではないだろう

かと感じる。フェイクニュースとの向き合い方はここで紹介した以

外にもあるだろうが、情報を受動的に受け取るだけにならず、フェ

イクニュースと向き合うことそれ自体が重要だろう。
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ついて
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  企業における、ペーパーレス化のメリット・デメリットについて、

紙を使用する場面を大きく以下の三つに分けて、場面ごとに、ペー

パーレス化＝電子データ化のメリット、デメリットを考えたい。

１．事務管理上のメリット・デメリット

まず、電子データ化のメリットとデメリットを参考資料①を参考に

右記の表のようにまとめてみた(*1)。電子データのメリットとして

は、長期大量保存が可能であり、活用可能な状態にデータを整頓で

きることが挙げられている。広範囲網羅的に検索ができ、他のデー

タに埋もれることも、貸し出し中のために使えないということもな

い。また、文字の大きさや色などの表示を変えることで、老眼や近

視遠視の人にも見やすくすることができ、音声読み上げ機能をつけ

ることで目が見えない人でも資料を使うことができる。貸し出しに

IDを必要とすれば、利用者を限定的にも広域的にも制限することが

できる。「知りたいデータがあるが、他の部署にしかない」「この

データは幹部以上でないと観閲を許可できない」ということにも、

電子データであれば簡単に対応できるだろう。また、社外でも資料
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（1）ペーパーレス化のメリット・デメリット

表１　ペーパーレス化のメリット・デメリット：事務処理において表１　ペーパーレス化のメリット・デメリット：事務処理において表１　ペーパーレス化のメリット・デメリット：事務処理において表１　ペーパーレス化のメリット・デメリット：事務処理において

メリットメリット デメリットデメリット

1
管理が楽（文書検索、整頓が簡

単）
1 導入コスト、手間がかかる

2 紙やインクのコスト削減 2
システム障害、故障の影響を受け

やすい

3 保管スペースが不要 3

ディスプレイ上で何個ものデータ

を一度に表示することはできず，

見辛い

4 紛失や流失、劣化のリスク削減 4 改竄や情報流失の危険性がある

5 利用者の制限が可能



を見ることができれば、テレワークにも十分対応でき、さらにはオ

フィスがなくても仕事ができるようになる可能性もある。

　一方、デメリットには、何よりも「1.導入コスト」の問題が大き

い (*1)。大量の紙のデータを電子データ化するにはかなりの労力が

必要であり、さらにデータが多くなるほどより高性能で高価なメモ

リを購入する必要がある。また、実際に資料をいくつか参照して作

業したい時には、同時に複数持って来られる紙の資料の方が便利で

ある。「4．改竄や情報流失の危険性がある (*1)」については、外部

に対する情報セキュリティの強化と、内部への情報管理の徹底が必

要になるだろう。

２．プレゼンや会議のための資料を作成する際のメリット・デメリ

ット

　メリットとして挙げられた「２.紙やインクコストの削減」、「３.

印刷、ホチキス留めの手間削減」 (*1) は、結果として、人数の変化

に対応しやすくなるということにも関連するが、これは使用できる

端末をいくつ持っているかに依存するだろう。また、1. (*1) につい

て資料の中に画像や音声などを組み込むことができ、さらに参加者

の意見や質問を資料の中にコメントやチャットという形で書き込む

ことができるならば、そもそも時間を決めて会議をする必要はなく

なるかもしれない。これは、コロナなどの影響で会議ができないと

いう場合に有用な方法だと考える。

表2　ペーパーレス化のメリット・デメリット：資料作成において表2　ペーパーレス化のメリット・デメリット：資料作成において表2　ペーパーレス化のメリット・デメリット：資料作成において表2　ペーパーレス化のメリット・デメリット：資料作成において

メリットメリット デメリットデメリット

1
画像、グラフ、動画、音声などさ

まざまな表現方法が使える
1 導入コストがかかる

2 紙やインクのコスト削減 2 書き込みができない

3 印刷、ホチキス留めの手間削減 3 全体像が掴みにくい

　一方、プレゼンや会議時のペーパーレス化のデメリットについて

は、会議の規模が大きいほど、パソコンやタブレットなどの機器が

必要になり、コストは大きくなるという点が挙げられる。2. (*1) の

「書き込みができない」については、使用する端末やアプリの性能

によって異なるだろう。
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３．取引のための契約書等を交わす上でのメリット・デメリット

　メリットとしては、わざわざ他の部門や会社に行かずとも書類が

データとして届くため、郵送費や時間の節約になり、結果としてス

ムーズな交渉が実現するだろう。

　一方で、まだまだ紙とハンコが契約書等には必要であるという風

潮も残っているため、全ての取引を電子上で完結させるのは無理が

あると言えるだろう。安全性という点では、パソコンでインターネ

ットにつながっている以上外部から狙われることを想定して防ぐ対

策が必要になる。また、電子機器を使う以上電源がないと観閲でき

ないことや故障などでデータが紛失しないように定期的なバックア

ップが推奨されることを注意する必要がある。

　3つの場面からまとめると、電子データのメリットは管理しやすく

（まとめやすい、探しやすい、コピペで利用しやすい）、経済的で

ある（紙・インク代削減）ことが挙げられる。デメリットとして、

金銭的にも手間的（データ入力や社員への指導）にも大きな負担に

なり、ハッキングの危険性、また紙媒体と比べた時に見づらさ・読

みづらさが挙げられる。

　一方で電子データは、端末やソフトウェアにまだ技術発展の余地

があるため、これからこれらのデメリットが改善される可能性も十

分あるだろう。
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表3　ペーパーレス化のメリット・デメリット：取引・契約におい

て

表3　ペーパーレス化のメリット・デメリット：取引・契約におい

て

表3　ペーパーレス化のメリット・デメリット：取引・契約におい

て

表3　ペーパーレス化のメリット・デメリット：取引・契約におい

て
メリットメリット デメリットデメリット

1 スムーズに取引ができる 1
電子取引、決済に周りも慣れてい

ない

2 紙やインクのコスト削減 2 安全性

3 管理が楽  



　参考資料2において、書類と電子データのメリットデメリットを踏

まえた、それらの併用が提案される (*2)。書類はとにかく見やす

く、じっくり読むことに長けていて、また並行作業に向いている。

文字を書くことは、考えながら、話しながらでもできるためだ。一

方、電子データは簡単に内容変更、検索、転送、廃棄できるという

点から保存・管理に向いている。

　これらから、「保存は電子データで行い、必要なデータは紙に出

力する」という、紙と電子データの併用が資料2 (*2) における提案

である。「紙のないオフィス」ではなく、「紙を保存しないオフィ

ス」である。紙も使い終わったら廃棄（リサイクル）することを徹

底すれば、情報漏洩のリスクも下がるだろう。環境への負担軽減

や、紙や印刷の経費削減といった電子データのメリットは最大限の

ものではなくなるが、確実に使用量は減少するだろう。 

（2）ペーパーレスとペーパーの併用
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右記のグラフは、書類をプリントアウトする理由

を聴取したアンケートの結果である (*2)。この結

果から、プリント時に最も多い紙出力の理由は

「紙で提出・保管・配布する規定があるから」と

いう、会社、企業（組織）の問題である。未だ紙

社会で、重要なやりとりを紙で行うことの多い構

造を覆すことは難しい。また、電子データを閲覧

できる端末の初期費用は大きく、社員は慣れる時

間と教育が必要である。さらに、ペーパーレス化

を行うには、紙で保管してきた従来の文書を電子

化、破棄する手間もかかる。それは、通常業務と

並列してやるには手間も時間もかかりすぎる作業

だろう。しかし、全ての人が電子データを使いこ

なせるようになるとは限らないというリスクもある。　

　このように、最初に取り入れるにはリスクが高く、小中企業は構

造を変える余裕はなかなかないだろう。端末を揃え、使い方をレク

チャーして、データを出力するという作業を行った場合、それがう

まく回らなかった時の損失が大きい。特に中小企業などの施設で

は、デジタル化にかかるコストと効率化による利益を考えた時、コ

ストの方が大きくなる傾向も多いため、なかなか踏み切れないだろ

う。特に、長期間活動を続けている中小企業にとっては難しい。デ

ジタル化を促進する国からの援助、またはデジタル機器やサービス

を提供する側からの働きかけがないと、厳しいと考える。 
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企業におけるペーパーレス化について

図1. 書類をプリントアウトする理由
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　（３）より全ての紙媒体を電子データに置き換えることは難しい

ことは明らかだが、紙媒体の一部をデジタル化する場合、実現の可

能性が高くなってくる。つまり、（２）で述べた、紙と電子データ

を使い分ける「併用」という形である。この併用を、最初に述べた

紙を使う場面に当てはめて考えてみる。参考資料、会議資料、契約

書の三つのどれが電子データに置き換えられるだろうか。

　最も変換の負担が少ないのは会議資料だろう。重要な資料だけを

必要な人がプリントアウトして、残りは端末で閲覧する。ある程度

の数の端末を用意できれば、以降は会議資料を用意する必要はなく

なる。これだけで会議にかかる（経済的、手間的な）負担がかなり

軽減される。

　参考資料については、企業の持つデータ量によって変換しやすさ

が変わる。長年蓄積してきたデータを電子データに置き換えるのは

大変だが、比較的新しい企業であれば簡単にデータの移行ができる

だろう。一方、管理がしやすいという電子データの特性を最も活か

せるのは、参考資料だ。参考資料を電子化できれば、データの活用

が容易になり、より効率的に業務に取り組めるだろう。

　一方で、変換にリスクがあるのが、契約書だ。電子データとして

の契約書が活躍できるのは、相手企業がデジタル化に対応している

ことが前提である。しかし、現時点ではまだ企業のデジタル化は進

んでいるとは言い難い状況にあるから、この変換はもう少し時間が

必要だと考える。

　以上をまとめると、概して

会議資料＞参考資料（会社のデータ量による）＞契約書

の順に電子データへの変換がしやすいとなる。各企業が取り入れや

すいところから電子データを導入することが、企業における、デー

タを生かした効率的な業務を可能にするだろう。

　今はまだ紙文化が残っているが、今後デジタルにより慣れた世代

が働き手になることや、技術の発達で電子機器がより便利になるこ

とで、電子データはさらに受け入れられるだろう。情報社会におい

て重要な、大規模データの活用には電子データは不可欠だ。ただ、

電子データにはない、紙の良さもある。どちらかに絞るのではな

く、それぞれ活躍できる場に応じて使い分けるべきだろう。
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（4）企業における紙と電子データの併用
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1. はじめに

　近年、日本では医療の発達により平均寿命が延びた一方で要介護人

口が増加しており、医療・介護施設の負担が急増していることが課題

となっている。右の図1に日本人の平均寿命の推移(*1)、図2に要介護人

口(*2)の推移を示す。 

　このような課題を解決するためには、ICTを用いた医療・介護施設で

従事する職員の負担軽減と健康寿命を延ばすことが必要であると考え

られる。したがって、本レポートではこれらの2つの解決策について

ICTをどのように活用できるか、そして行政がICTを用いてどのような

活動を行なっているかを調べ、現状と課題、今後の展望について論じ

る。

�

図1：日本人の平均寿命の推移

図2：要介護人口の推移
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2-1 行政の活動 2-2 現状と課題

　医療・介護施設の業務効率化や訪問看護員の負担軽減のために、

厚生労働省はICT導入促進事業を進めている(*3)。この事業では、タ

ブレットや介護ソフト、クラウドサービス、Wi-fi機器などの導入費

用が補助される。介護ソフトは、入所手続きから施設の空き状況の

管理、利用料・入金管理といったさまざまな業務に対応するソフト

であり、これまで全て紙媒体で行なっていたために転記ミスや読み

間違いなどが多く発生していた状況を大きく改善することができる 

(*3)。また、介護ソフトの導入により職員それぞれが所持するタブレ

ットなどの端末に情報が集約されるため、情報の共有が格段にスム

ーズになる (*3)。

　全国47都道府県のうちICT導入促進事業が実施されたのは青森

県、石川県、三重県などの15県の195事業所であり、406件の導入支

援が行われた(*4)。導入された製品は主に、記録業務、情報共有業

務、請求業務に用いられた (*4)。

　ICT導入における成果と課題について調査が行われた結果、転記ミ

スや読み間違いが減り文書量を削減することができたことや、情報

共有が円滑になったという成果が得られたことが分かった (*4)。一

方で、補助を受けても導入コストにまだ課題があり、事務所のセキ

ュリティ体制の不安や職員のICTスキル不足、サービス内容とソフト

の機能の不一致などの課題があること、また、情報共有が容易にな

ったことでかえって職員や家族とのコミュニケーションが不足する

ようになったという意見も得られた (*4)。事業が実施されたのは47

都道府県のうち半分未満であり、これから実施件数や地域を拡大し

てさらに多くの意見を取りまとめた上でのフィードバックが必要で

あると考えられる。 

2. 医療・介護施設の負担軽減について
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　2-2で述べた課題を解決するために、医療・介護に精通した専門の

ITコーディネータ資格の導入が有効であると考える。ITコーディネー

タとは、ITと企業経営の両方の知識を持ち、経営者の立場に立った

助言を行う人材である。このITコーディネータのうち、介護や医療

に精通したコーディネータの資格を創設し、彼らを自治体から事業

者へ派遣する仕組みをつくることで、各事業所のサービス内容に合

致するシステムの導入を実現し、事業所のセキュリティ対策のチェ

ックをするなど、ICT化によって引き起こされる諸課題を解決できる

と考えられる。上の図4にITコーディネータを導入した新たな仕組み

の概念図を示す。

　また、ICT化によりかえってコミュニケーション不足になったとい

う課題に対しては、こまめに意見を取り入れて改善を行い、人が行

う作業と機械が行う作業の選別を注意深く行うことなどが必要とな

る。人が行う作業と機械が行う作業の選別は、要介護度別の重点管

理項目に対しての機械やシステムの依存度の関係をまとめることで

進められた。管理項目を細かく分け、それぞれの項目について機械

の依存度を細かく検討することで、より実効的に機械やシステムを

利用することができ、非常に良い取り組みだと考える。
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図4 ITコーディネータ導入後の仕組みの概念図2-3 解決策
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3. 健康寿命の増進
3-1 行政の対策例

�

　兵庫県の小豆島では、ICTを用いて「オリーブヘルスケアシステ

ム」という取り組みが行われている(*5)。この取り組みは、小豆島の

非常に高い高齢化率による医療・介護費の負担を考慮し、住民の健

康寿命を延ばすことを目的として、2012年から始まったシステムで

ある。具体的には、65歳以上の島民に町から活動量計が貸し出さ

れ、歩数、歩数距離、消費カロリー、脂肪燃焼量などが測定され、

グラフ化されてクラウドに保存される (*5)。クラウドに保存された

データは町の保健師が閲覧し、保健師が住民に対して個別で健康相

談をすることができる (*5)。また、利用者が町の公民館などに設置

されたパソコンに設置されているレシーバーに活動量計をかざすこ

とで、自身の活動量計のデータを閲覧できる (*5)。右の図5にオリー

ブヘルスケアシステムの概念図を示す。

図5 オリーブヘルスケアシステムの概念図

（NTT西日本「オリーブヘルスケアシステム事業につい

て」資料を元に筆者作成）
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3-2 オリーブヘルスケアシステムの成果
　オリーブヘルスケアシステムの導入により、住民が病院に行かなく

ても最寄りの公民館に設置されたテレビ電話を用いて保健師による

健康相談が可能になった (*5)。以前は高齢者の自宅に保健師が訪問

して健康相談を行なっていたため1日に3～4人の訪問が限界であった

が、このシステムの導入により1日に10～15人までの健康相談が可能

になった (*5)。また、住民の健康状態を常時把握でき、健康管理の

方針を立てやすくなったというメリットも得られ、さらに、データ

が可視化され、保健師だけでなく利用者が見ることができることで

利用者の健康維持に対するモチベーションの向上につながっている 

(*5)。高血圧と診断されていた利用者の69%が基準値に向かって推移

していたという報告もあり (*5)、ヘルスケアシステムが利用者の健康

状態を着実に向上させていることが窺える。

　また、このシステムではキーボードやマウスが不要で、活動量計

をレシーバーにかざすだけログインでき、非常にシンプルな操作で

データをクラウドに転送できる。したがって端末の操作に慣れてい

ない利用者でも非常にスムーズにシステムを利用することができた

ため (*5) 利用者人口が増加し、システムが軌道に乗ったと考えられ

る。また、保健師との健康相談において、テレビ電話という相手の

表情を見ることができる形式をとったことで、利用者の安心感やモ

チベーションの向上につながっていると考えられる。

4. これからの展望
　小豆島のオリーブヘルスケアシステムのような健康管理システム

が島嶼地域だけではなく都市部でも一般化されることで、人々の

健康意識が高まり、健康寿命を延ばすことができると考えられ

る。また、システムを導入するだけではなく利用者の視点に立っ

て考え、利用者からのフィードバックを参考にしてシステムを改良

し続けることで、着実に利用者の健康意識を高めることができる

と考えられる。また、新たな技術として、高齢者の転倒リスクを

測定する技術や介護用ロボットなどが開発されている。このよう

な技術開発への投資を十分に行い、研究の基盤を支えることも非

常に重要であると考える。

　既存の技術の応用と新たな技術開発を組み合わせることで、介

護者と被介護者の両方が快適に生活できるようになることが望ま

れる。
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　近年、コンピュータやAIの発展によって、人間の仕事が取って代

わられるのではないか、という話題をしばしば聞く。実際に私が就

職活動をするにあたって、企業の人事部の方から「この仕事はAIに

取って代わられることはありません。なぜなら…」といった話を聞

くこともある。このような話をするということは、AIが今以上に市

場に参入してきても、失業する恐れの少ない仕事を、求職者たちも

求めているのだろう。

　よってこのレポートでは、AIに取って代わられると予測されてい

る仕事の特徴を考えることで、将来、人間に求められる能力とはど

のようなものかを考察することを目的とする。

　それでは、将来AIに取って代わられる可能性のある仕事にはどの

ようなものが挙げられているかを具体的に見ていきたい。

　オックスフォード大学の論文(*2)に、どのような仕事がAIに取って

代わられる可能性があるのか、その確率を示した一覧が載っていた

ので、一部抜粋して表にした。

　この資料によれば、AIに取って代わられる可能性の高い仕事の特

徴は「ルーティン化していてAIの方が素早く正確にできる」もので

あり、取って代わられる可能性が低い仕事の特徴は「対話でのコミ

ュニケーションが必要」であったり「専門性の高い」ものである 

(*2) と述べられている。 

103



 

　表を見ると、「証券会社員」に対しては、AI代替可能性が98%と

いう高い確率が示されている (*2) が、おそらく、ここで取って代わ

られる仕事とは、取引の際の仲介手数料などといった計算の仕事

で、お客さまに適切な金融商品を提案・販売するコンサルティング

の仕事などは、お客さまとのコミュニケーションかつ専門性が必要

なため、代替可能性は高くないと思われる。同じ仕事名でも、業務

内容によって代替可能性は変わってくることが考えられる。

　表には載っていなかったが、ここで1つ疑問に感じたことがある。

それは、演奏家やネイリストといった芸術に関わる職業が、本当に

代替可能性が低いのかということだ。私は現在箏曲部に所属し、プ

ロの先生に教わっているが、この先生は東京藝術大学の入学試験の

試験監督もなさっている。かつて、先輩が先生に対し、「藝術大学

の入学試験は、試験監督の好みが反映されて採点が難しいのではな

いでしょうか」と尋ねたところ「上手いか下手かに関して試験監督

たちの意見はほとんどの場合一致する」とおっしゃっていた。つま

り、どのような演奏が上手とされるかはだいたい定まっていると思

われる。どのような演奏が上手とみなされるのか、AIが独自に分析

することができれば、人々に賞賛される演奏を正確に生み出せるこ

とになるので、演奏家をはじめとする芸術関連の職業は、AIに奪わ

れる可能性は低いと断言はできないと思った。

　このことを考えるために、芸術分野はAIに代替されるかどうか、

ということに関して、実際にAIが芸術を手掛けたという例が挙げら

れているsweeep magazineのページ(*1)を参考にする。このサイトで

は、絵画・文学・音楽での例が載っている。たしかに、AIが作品を

作り、実際に値がついたものもあるようだ。しかし、内容を詳しく

見てみると、AIが作ったものはオリジナルというよりは、実在の人
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表1  AIに取って変われる可能性のある仕事とその可能性 (*2)



間の作品を学び、その人の作品っぽいものを作った、という言い方

が正しい気がしてくる。つまりAIは、人々の心を打つ作品がどのよ

うなものかを学んだのではなく、実際の人間の作品を学び、それと

芸風が似ているものを作ったのである。

　このことからわかることは、AIは抽象的なものではなく、具体的

なものしか学べないのではないか、ということである。先程の芸術

の例を取り上げると、AIは「人々に賞賛される作品とはどのような

ものか」という、抽象的なことではなく、「実際に存在する（し

た）人間の作品を学び、それらしいものを作る」という、具体的な

ことを学び、行動に移している。

　これを踏まえて、先程例に挙げた、東京藝術大学の試験監督の話

をもう1度考えてみる。おそらく、試験官の先生方が演奏において評

価するポイントは、音色、弾き方、感情の付け方、など、たくさん

の要因があり、さらにこれまでの長い経験や知識に基づき、それら

を総合的に評価していると思われる。これらの評価項目には抽象的

なものも含まれているため、AIに学習させることは難しいのではな

いだろうか。仮に項目を設定できたとしても、大事なことはそれぞ

れの項目で最良と評価されることだけでなく、項目ごとのバランス

も必要であると考えられる。以上より、芸術分野でのAIの代替可能

性は、あまり高くないと結論付けられる。

　本論の最終的な結論として考えられることは、AIが参入し労働環

境が変化した際、人間に求められる能力は「抽象的なことにアプロ

ーチする力」ではないだろうか。最初に挙げた資料では、AIに代替

されない職業の特徴として「対話でのコミュニケーションが必要と

される」ことと「専門性が高い」ことが挙げられていた。これらの

特徴は、比較的抽象的と思われるので、正しいだろう。答えが1つに

定まらない物事に対して、どれだけ柔軟に対応できるか、というこ

とが、これからの働く人間に求められる力ではないだろうか。
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　情報通信技術の発達が進み、私たちの生活は目まぐるしいスピー

ドで変化している。また、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、

情報通信技術の応用やさらなる発展にも大きな注目が集まってい

る。 

　私は以前から情報通信技術と社会の関係や、そうした技術の応用

による生活の変化について興味を持っていた。例えばスマートフォ

ンの普及は、私たちの生活を大きく変えた。世界中の人と繋がった

り、自分の意見を発信したり、気軽に買い物をしたりとスマートフ

ォン一台であらゆることが可能になる。さらにスマートフォンには

AI機能が搭載され、所有者の願いを簡単に叶えてくれる。上記は個

人レベルでの情報通信技術の利用に関する例だが、本レポートでは

これをさらに社会という大きな枠組みから捉えていきたい。そこで

私が注目したのは「スマートシティ」である。AIやIoT技術を用い

て、新たな街を創造する。非常に興味深い分野である。実際にスマ

ートシティとはどういったものなのか、国土交通省の定義では「都

市の抱える諸課題に対して、ICT等の新技術を活用しつつ、マネジメ

ント（計画、整備、管理、運営等）が行われ、全体最適化がはから

れる持続可能な都市または地区」(*1)とされている。今回私は、スマ

ートシティの事業例や利点、またそれらに伴う問題点や課題などに

ついて調べ、考察したい。未来の社会の形を探っていく。　
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1. 興味を抱いたトピック



　スマートシティはある地域全体を情報通信技術によって管理する

構想のことだが、今回は日本において研究や開発が進んでいるエネ

ルギーの分野に注目し、具体的な活用の方法を検証したい。事例と

して横浜スマートシティプロジェクト を挙げ、情報通信技術を用い

たエネルギーの管理について見ていく。上記プロジェクトが行われ

た地域には、CEMS（Community Energy Management System）と

呼ばれる地域のエネルギーを管理するシステムが中心にあり、

BEMS(Building Energy Management System)という一つのビルを対

象としたシステムとHEMS（Home Energy Management System）と

いう家のエネルギーを管理するシステムがCEMSの管理下に置かれて

いる (*2)。これらのEMS（Energy Management System）を用いて 

家やビル、地域のエネルギー消費量や需要量などを集計し、そのデ

ータを表示することで効率的にエネルギーを利用することが可能に

なる (*2)。例えば、エネルギーの消費量が多い時間帯や場所を把握

することで具体的な削減目標を設定することができ、更に集約した

データをもとに、エネルギー消費量のピーク時には電気の価格を上

げ、少ない時には価格を下げることでより実効性のある削減に向け

た取り組みを行うことが可能になる (*2)。これらは効率の良い電力

消費と安定した電力供給に役立つシステムなのである。

　横浜スマートシティプロジェクトではシステムの実証実験を行っ

た。2012年度冬に行われた実験ではBEMSの管理下にあるビルに対

して電力ピークの時間帯における利用量・削減量に応じてリベート

を支払うこととしたところ、最大で22％の削減率を達成した (*2)。

2013年度夏に行われた実験ではBEMSに加えて工場や集合住宅を対

象にインセンティブ価格を３段階で変化させ、削減効果を調べた。

インセンティブとは報奨金のことであり、電力の削減量に応じた金

額が返金されるという仕組みである。結果は以下の表１に示したと

おりである（表1） (*2)。表に示されたように、どの価格帯において

も目標を上回る削減率を達成したことがわかる。その一方でインセ

ンティブ価格が50円の時の結果を見ると15円の時よりも削減率が低

かった (*2)。つまり、インセンティブ価格が高いからといって削減

効果が顕著に高くなるとは限らないという結果が出た。
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　筆者はこのEMSや横浜の実証実験結果を見てIoTの大きな可能性に

ついて再認識した。情報通信技術を用いることで電力の供給や消費

のデータを常に確認し、「今」のデータから「今」必要な措置を取

ることができる。つまりデータのライブ性が高まると考えられる。

情報通信技術を活用することでエネルギーを無駄なく効率的に利用

できる。世界では地球温暖化の問題が深刻化しており、エネルギー

の利用について見直す動きが強まっている。こうした技術が多くの

街で実行されエネルギーを効率よく管理することは、環境問題を解

決する大きな一歩となるだろう。その一方で横浜の実証実験結果か

らわかるように、削減効果を上げるためにどのような策を講じるべ

きかという課題もある。今後の動向に注目したい。

　スマートシティが実現した社会では、リアルタイムの情報を活用

することが可能になる。それは私たちの生活における物理的な距離  
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表1. 2013年度夏　横浜スマートシティプロジェクト実証実験結果表1. 2013年度夏　横浜スマートシティプロジェクト実証実験結果表1. 2013年度夏　横浜スマートシティプロジェクト実証実験結果

インセンティブ価格
（kWh当たり）

削減率 目標削減率

5円 6.6% 2.1%

15円 22.8 12.2%

50円 22.0% 12.7%



スマートシティが実現した社会では、リアルタイムの情報を活用す

ることが可能になる。それは私たちの生活における物理的な距離や

時間的な制約を受けない新しい生活の形に繋がる。 

　例えば、日本で大きな問題となっている高齢化という視点から考

えると、地理的な要因や自動車の運転免許を返納するといった動き

から移動が困難な高齢者が多いという現状がある。そこで、街の施

設のデータ、医療に関するデータ、公共交通機関の運行データ、購

買データなどを分析・活用することにより、高齢者のニーズに応じ

たサービスの提供が可能になる。移動が困難な人々のために自動運

転による配車サービスを行ったり、利用者が多い時間帯に合わせて

電車やバスの本数を増やしたり、商品のニーズを分析し移動販売者

を導入したりすることで、高齢者の生活や介護等を援助できるだろ

う。 

　また災害などの緊急時にもスマートシティは大きな役割を果た

す。災害時における市民の現在地や人数などを把握し、適切に避難

誘導することや街の被災の様子、避難経路等を通知し、安全を確保

することが可能になる。また、避難所や避難物資を適切に割り当て

る際にもデータの分析が有効である。 

　さらには昨今の新型コロナウイルスの流行からも、スマートシテ

ィやIoT技術の有効性が窺える。例えばlocariseという会社が開発し
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3. スマートシティが実現する社会



た「Signal」は施設の入り口にカメラを設置しリアルタイムで入場数

を把握し、入場規制などの措置を簡単に効率よく行うシステムであ

る(*3)。これを利用することで人との接触や「3密」を回避すること

ができる。さらに現在でも多くの人が利用しているインターネット

ショッピングでは、ドローンを活用した配送を行うことや、警備ロ

ボットを用いて地域の見守りを強化することで人との接触を避ける

ことができる。こうした技術はコロナウイルスの対策に有効なだけ

でなく、人手不足といった問題を解決する上でも重要な役割を担う

だろう。 

　様々なものをインターネットに繋ぎ、多くのデータを収集するこ

とができるスマートシティでは、そのデータをもとに利用者のニー

ズを把握し、適切な対応を行うことが可能になる。そして、人々は

効率的な生活によって生まれた余剰時間を趣味や勉強、新しい経験

などに当てることができる。現代人は「忙しい」毎日を送っている

と言われる。何かに追われ、決められたタスクをこなしていくだけ

の日々は、スマートシティの実現により様々な制約が解消され、私

たちの生活はより豊かなものへと変わっていくのではないかと期待

している。
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　スマートシティは交通やエネルギー、街の設備をインターネット

につなぐことで便利で効率の良い、また持続可能な都市を目指す取

り組みである。つまり、スマートシティを運営するためにはものを

インターネットにつなぐIoT技術を応用していく必要がある。しか

し、そうした技術の裏に様々なリスクや弊害が潜んでいることを忘

れてはならない。まずIoTの悪用による被害としては盗撮や盗聴、通

信妨害、さらにはサイバー攻撃やテロなどが挙げられる。特にサイバ

ー攻撃には厳重な警戒が必要である。IoTは従来のパソコンやスマー

トフォンと比べネットワークに接続する端末の数が多くシステムが

複雑である。また、IoT機器は容量や処理能力が小さく、セキュリテ

ィ機構やアップデート機能の搭載が困難である。さらにパソコンに

比べて使用年数が長く、脆弱性を持った機器が長期間ネットワーク

に接続される可能性がある (*8)。このようにIoT機器はサイバー攻撃

を受けやすい状態であると伴に、被害が広範囲に広がる危険性があ

る。 

　さらに人間生活の視点で見ると、効率化や省人化、自動化が進

み、雇用機会の減少や運動能力や思考力といった人間能力の低下が

危惧されている。人間が存在しなければ機能しなかった社会が、人

間を排除していく。私たちの存在意義が問われ始めている。  

　こうした課題を踏まえ、IoTの提供者や利用者はどのような点に注

意する必要があるのだろうか。まずIoT提供者は多くの人が利用可能

なオープンシステムを提供するとともに長期的な視点であらゆるリス

クへの対策を講じることが求められる。また、有事の際に迅速な対

応が行うことができるよう、IoTを熟知した人材を育てる必要があ

る。一方利用者はIoTの仕組みだけでなくそれに伴うリスクや弊害を

理解し、適切な利用を行うべきだ。常に身の回りのIoT機器が正常に

作動しているか、悪用されていないか確認し、もしサイバー攻撃や

盗撮などの被害にあった場合は、具体的な措置を実行しなくてはな

らない。さらに、IoTの普及に伴う新たな法律やルールを遵守し、イ

ンターネットの世界における秩序を維持していかなくてはならな

い。
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4. 今後の課題



　私がスマートシティに関して最初に興味を持ったのはトヨタが

発表した「Woven City」というプロジェクトを知った時である。

ドラマや映画の中で見ていた近未来的な空間が現実になるかもし

れないと思った。そこでスマートシティについて詳しく調べてい

くと、エネルギーの分野では既に様々なデータを活用し、効率的

に電力を供給する仕組みが実証されていた。こうした技術がエネ

ルギー分野のみならず、医療や交通・観光など様々な面に応用さ

れることで私たちはより豊かな生活を送ることが可能になるだろ

う。交通渋滞や電車の混雑、時間や距離の制約に悩まされること

がなくなり、ドローンやロボットを活用することで効率的かつ迅

速な対応が可能になるなど利点ばかりではないかと感じた。しか

し、セキュリティ面においてはまだ不安な点があり、また場合に

よっては新たに様々な法を整備しなくてはならない。生活が大き

く変わる技術というのはそれだけ人々や社会に与える影響も大き

いため、すぐに社会全体でIoT技術を応用した事業を展開していく
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5. 全体に関する自分の意見



ことは難しい。今後、どのような動向が見られるのか注目して

いきたい分野である。 

　私たちは自分が知り得た情報を吟味することなく信じてしま

うことや、利点ばかりに注目しリスクを考えないという態度を

とってしまうことが多々ある。目まぐるしいスピードで変わり

ゆく世界の中で、そうした変化に自分の価値観や考え方を合わ

せていくことも必要であるが、常に情報の真偽や安全性などを

自分自身で判断していく力が求められている。
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ICT×観光



　コロナ禍において様々な業界が打撃を受けるなか、観光業界は殊

に大打撃を受けている。実際、世界旅行ツーリズム協会（WTTC）

の発表(*1)によると、2020年における全世界のGDPに対する旅行・

観光業の寄与額は前年度比53％減を見込んでおり、渡航制限をはじ

めとする諸制限は世界経済に大きな影響を与えた。そこで、本稿で

は「ICT×観光」をテーマとして、第一に観光庁観光地域振興課によ

って発行された「ICT活用による観光振興サービスガイド」(*2)を中

心に現状の分析を行う。その後、コロナ禍かつアフターコロナを見

据えた上で、ICTを用いた観光振興策や実際の取り組み、今後の展開

についても考察、提言する。

117

１．主題



　ICTを用いた観光振興サービスの例やそのメリット・デメリットと

しては、主に以下のようなものが挙げられる。 

①観光ウェブサイト、ポータルサイト

旅行を計画している人にその地域の魅力や観光スポット、イベント

情報などを提供できる。公共団体では年100万～1000万の維持管理

費で賄うのが一般的であり、民間では広告料などで収益を得ること

もある。ページのアクセス数を分析することで人気コンテンツも把

握可能であるが、団体ごとの予算や規模によって差も見られる(*3)。

②ソーシャルメディア

各団体による発信・民間への運営委託により、比較的低コストで運

営が可能である。また、公式LINE（参考：東京ソラマチ*4）や

Twitter（参考：観光庁*5）、Instagram（参考：「そうだ 京都行こ

う。」*6）など、団体・個人による発信やユーザー同士の情報交換

もできる。しかし、ユーザー層が比較的若年層に集中することや、

SNS特有の炎上・荒らし問題に直面するリスクもある。

③デジタルサイネージ

紙媒体に比べて、情報を随時興進できるメリットがある一方で、機

材の設置費や運営維持費のコストがかかる。(*7)

④モバイル決済

モバイル決済サービスを利用することで、売り上げをウェブサイト

などで管理することが可能となる。また、キャッシュレス化に対応

することで、外国人観光客にとっても決済がよりスムーズになる。

その一方で、決済手数料の差し引きや設備投資、セキュリティ対策

などの課題や、日本国内は比較的キャッシュレス化が浸透していな

い現状も見られる。(*8)

上記で述べたようなメリット、デメリットを踏まえ、目的や予算に

合わせて活用することが望ましいと言える。時には複数の技術を併

用することで、更なる集客効果を得られるのではないだろうか。ま

た、ICTの利用に伴い、通信環境の整備なども求められるため、Free 

Wi-Fi(*9)プロジェクトや位置情報サービス・アクセスログ分析によ

って今後を見通すとともに、個人情報保護などの厳重な配慮も必要

であろう。
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２-１．観光業のICT活用事例



上記で述べたようなメリット、デメリットを踏まえ、目的や予算に

合わせて活用することが望ましいと言える。時には複数の技術を併

用することで、更なる集客効果を得られるのではないだろうか。ま

た、ICTの利用に伴い、通信環境の整備なども求められるため、

Free Wi-Fiプロジェクト(*9)や位置情報サービス・アクセスログ分析

によって今後を見通すとともに、個人情報保護などの厳重な配慮も

必要であろう。
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２-２．総括



　新型コロナウイルス感染症に関連し、訪日

外国人数は前年度と比較して大幅な落ち込み

が見られる。実際、然程新型コロナウイルス

の影響を受けていなかったと考えられる2020

年1月の訪日外国人数は266万1千人(前年同月

比1.1%減)であった（*3）。しかし、徐々に

感染が広がりを見せ始めた2月には108万5千

人(前年同月比58.3%減)と、半数以下まで落

ち込んだ（*3）。その後、自粛要請や渡航制

限などにより、3月には19万4千人(前年同月

比93.0%減)、4月は2,900人(前年同月比

99.9%減)、5月は1,700人(前年同月比99.9%

減)まで減少した（*3）。なお、2020年1月～

12月までの訪日外国人数の推移は、右のグラ

フの通りである。

　また、日本人国内旅行者数に関しては、次ページの通りである。

2019年10～12月期は1億3,242万人(前年同月比6.4%増)であったのに

対し、2020年1～3月期は9,381万人(前年同月比17.5%減)、2020年

4～6月期(前年同月比77.4%減)、2020年7～9月期(前年同月比49.4%
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図1. 2020年訪日外国人者数の推移(*3)

３．アフターコロナとICT×観光

３-１．現状分析



減)となった(*3)。(2020年10～12月期に関しては2021年1月24日時点

で未発表)

　これらの統計から分かるように、観光業は新型コロナウイルス感

染症による影響を強く受けており、今後は感染症予防を図った上で

観光業界興進に向けて新たな指針を打ち出す必要があると言えよ

う。

　アフターコロナの時代に求められる振興政策として、主に２

種類の方向性が考えられる。一つ目は、「コロナによる打撃を

受ける以前の状態まで回復させること」、二つ目は、「アフタ

ーコロナ時代として、感染症対策等を踏まえた新たな取り組み

を構想すること」である。そこで、上記で述べたような事例案

を元に、ICTを活用した観光業界興進政策について以下のこと

が考えられる。

　まず、一つの案として「リモート旅行」が挙げられる。この

サービスは、現地にいるツアーガイドとビデオ通話などを通す

ことで、オンライン上で観光を可能にするものである。リモート旅

行で必要とされるのは、端末とネットワークの準備であり、今まで

以上に気軽に観光を楽しむことができると言えよう。メリットとし

ては、①消費者側は比較的低コストに抑えられ、②移動自粛期間に

おいても経済活動が可能となり、③今後、実際に訪れるための契機

となり得ることなどが挙げられる。特に、リモート旅行は新たな旅

行形態の実現のみならず、様々な観光地のPRの場ともなることで自

粛期間以後の訪問に繋がる見込みもあると言えよう。また、地域の
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名産品などを自宅に届けるプランなどを盛り込むことで、自粛期間

中においても地域経済への貢献を可能にすると考えられる。すでに

このようなリモート旅行は行われており、「JALオンライントリッ

プ」(*10)やJTBによる「オンライン海外LIVEツアー」(*11)など事例

が挙げられている。

　さらに、「２-１．事例」で述べた「①観光ウェブサイト、ポータ

ルサイト」と「②ソーシャルメディア」の活用も効果的だと言える。

販売や宿泊を営む企業のSNSを、各自治体がウェブサイトやポータ

ルサイト積極的に紹介、纏めることで、更なる発信力を得られるだ

ろう。「③デジタルサイネージ」に関しても、駅前などに設置する

ことで旅行者・地域住民双方に獲って情報共有の場となり得る。ICT

に対して比較的苦手意識を持つ高齢者世代にとっても利用しやすい

のではないだろうか。これらの技術を活用して「現地を訪れるきっ

かけ」を生み出せた場合、自粛下のみならず、移動制限が緩和され

た後にも効果を発揮すると考えられる。また、外国人旅行客数の回

復に関しては、「④モバイル決済」導入による支払いの円滑化や、

複数言語で構成されたウェブ・ポータルサイトの作成、観光コース

例の提供などが振興策になり得る。

　これらはいずれにせよ、感染症対策などに関してもSNSやウェブ

サイト等のICTを活用して発信することで、さらなる効果を発揮し得

るだろう。ICTを用いた情報発信により、信頼、安心の獲得にも繋が

り、さらなる観光業界振興に貢献すると考えられる。ICTは、従来通

りの観光形態と、新しい観光形態の双方を振興する手段になるので

はないだろうか。
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最後に

　2018年より担当させていただいた情報社会の安全保障は、私にとっ

て初めて担当する文理融合リベラルアーツの科目でした。そのため、

事前の資料収集に多くの時間を要しました。以下に授業を組み立てる

にあたって参照した資料の一覧を付します。
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